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第１章 計画の策定にあたり 

 

１ 計画の目的 

本市では、情報化推進施策に係る具体的な取り組みの掲示を目的として、平成１７

年（２００５年）３月に流山市情報化推進計画を策定しました。 

流山市情報化推進計画は、ICT（注１）の進歩や市民等のニーズの変化、財政状況

の推移、国・県の情報化施策の進展等を踏まえて、情報化に係る環境や技術的な進展

に対応するとともに、行政サービスの高度化、行政の手続き等の簡素化・効率化、地

域の課題解決の実現を進めるものとします。 

また、流山市内の官民データ（注２）活用の推進を図るとともに、将来的な地域課

題の自発的な解消や行政及び民間のサービス水準の向上につなげ、市民の利便性向上

に寄与し、データの利活用を通じた地域経済の活性化につなげるものとします。 

さらに、業務・システムの標準化やクラウド（注３）利用の推進により、必要経費

の削減や職員の事務負担の軽減を図るとともに、新たなサービスの提供や更なる業務

の効率化を通じ、流山市が抱える諸問題の解消を図るものとします。 

 

（注１）ICT 

  情報通信技術のこと。 

Information and Communication Technology の略。 

（注２）官民データ 

  電磁的記録に記録された情報であって、国若しくは自治体又は独立行政法人若し

くはその他の事業者により、その事務又は事業の遂行に当たり管理され、利用され、

又は提供されるもの。 

（注３）クラウド 

  ネットワークを経由して、ハードウェアやソフトウェア等のコンピュータ資源を

サービスの形で利用する形態。 
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２ 計画の位置づけ 

流山市情報化推進計画は、流山市基本構想、基本計画及び実施計画等の上位計画

と整合を図りながら情報化分野における具体的な取り組みを示すものとします。 

また、デジタル社会形成基本法第３７条第１項、情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律第４条第１項及び官民データ活用推進基本法第８条第１項の規

定により定められた「デジタル社会の形成に関する重点計画・情報システム整備計

画・官民データ活用推進基本計画」に基づき官民データ活用等の推進施策を策定する

基本的な計画として位置づけます。 

 

計画の位置づけイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流山市総合計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流山市情報化推進計画 
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実施計画 

主な事務事業 
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上位計画である「流山市基本構想」及び「流山市基本計画」に基づく情報化施策

の位置付けは次のとおりです。 

 

（１）「流山市基本構想」の「第４章 市政経営の基本方針」の「４ 生産性の向上

と新たな付加価値の創造」（抜粋） 

 

（２）「流山市基本計画」の「第４章 計画を推進するために」の「４ 行政経営 

  （１）効果的・効率的な行政サービスの提供」（抜粋） 

 

（注４）AI 

  高度に知的な作業や判断について、コンピュータを中心とする人工的なシステム

により行えるようにすること（人工知能）。 

Artificial Intelligence の略。 

 

 限られた経営資源を活かすため、AI（人工知能）（注４）や ロボティクスに

よる自動処理などの技術革新を積極的に活用し、業務の生産性の向上を図ると

ともに、職員は職員でなければできない業務に特化することで、行政サービス

全体の付加価値の創造を図ります。 

 マイナンバーの利用による行政手続きの簡素化、AI（人工知能）や ロボテ

ィクスによる自動処理などの新技術や、さらなるアウトソーシングの推進によ

り、市民にとってより利便性の高い行政サービスの提供と業務の効率化を同時

に進めます。 
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３ 計画の期間 

流山市情報化推進計画の対象期間は、流山市総合計画に基づき、施策を定めるもの

として、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

令和７年度以降に位置付けられている事業についても、社会情勢の変化や情報化の

進捗状況等を考慮し、前倒しで行う等、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

本市の総合計画と情報化推進計画の期間 

 

平成 

12～21 

年度 

平成 

22～24 

年度 

平成 

25～27 

年度 

平成 

28～31 

年度 

令和 

2～6 

年度 

令和 

7 

年度～ 

総合計画 

    

 

 

 

 

情報化 

推進計画 
   

 

 

 

 

流山市総合計画（平成 12 年度～平成 31 年度） 

前期基本 

計画 

後期基本計画 

上期実施 

計画 

中期実施 

計画 

下期実施 

計画 

流山市情報化推進計画 

（平成 17年度～） 

※平成 30 年度以降は 

官民データ活用推進計画と一体化 

 

次期 

情報化 

推進計画 

流山市総合計画 

（令和 2年度～） 

流山市情報化 

推進計画 
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第２章 推進のための取り組み 

 

１ これまでの情報化推進の取り組み 

情報化推進計画の策定期間毎の取り組み内容は、以下のとおりとなります。 

 

（１）平成１７年から平成２１年までの主な情報化推進の内容 

・基幹系システムダウンサイジング（注５） 

・戸籍電算システム導入 

・安心メール（災害、火災、防犯等の情報）配信開始 

・電子申請システム導入 

・蔵書検索システム導入 

 

（２）平成２２年から平成２６年までの主な情報化推進の内容 

・市ホームページ CMS（注６）導入 

・オープンデータ（注７）公開 

・みどりのメール（イベントや市政情報などの情報）配信開始 

・SNS（注８）利用開始 

・情報システムのクラウド利用開始 

 

（３）平成２７年から平成３１年（令和元年）までの主な情報化推進の内容 

・マイナンバー制度開始 

・統合型 GIS（注９）導入 

・自治体情報セキュリティクラウド（注１０）導入 

・基幹系システム自治体クラウド採用 

・基幹系システム RPA（注１１）導入 

 

（４）令和２年度から令和３年度までの主な情報化推進の内容 

  ・テレワーク用モバイルノートパソコン導入 

  ・議事録作成支援システム（注１２）導入 
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 課題としては、更なる情報化推進の取り組みにより、職員の事務効率の向上及び負

担軽減、市民の利便性の向上を図っていくことが挙げられます。 

 

（注５）ダウンサイジング 

  機器やシステム等を性能や機能を保ったまま縮小、小型化、小規模化すること。 

（注６）CMS 

  Webコンテンツを構成するテキストや画像、レイアウト情報等を一元的に保存・

管理し、サイトを構築したり編集したりするソフトウェアのこと。 

  Contents Management System の略。 

（注７）オープンデータ 

  国や自治体等の公共機関が保有するデータを、市民や企業が自由に利用できる形

式で公開するもの。 

（注８）SNS 

  人と人との交流を維持・促進するためのインターネット上のサービス。 

  Social Networking Service の略。 

（注９）GIS 

  デジタル化された地図（地形）データと、統計データや位置の持つ属性情報等の

位置に関連したデータとを、統合的に扱う情報システムとのこと（地理情報システ

ム）。 

Geographic Information System の略。 

（注１０）自治体情報セキュリティクラウド 

  各都道府県にてインターネットへの接続口とセキュリティ施策を取りまとめ、自

治体へサービス提供する仕組み。 

（注１１）RPA 

  人がパソコン上で行うキーボードやマウス操作を自動化する技術のこと。

Robotic Process Automation の略。 

（注１２）議事録作成支援システム 

  会議における議事録の作成を支援する AIを活用した音声認識サービスのこと。 
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２ 流山市 ICT推進本部 

全庁的な推進組織として市長を本部長とする「流山市 ICT推進本部」を中心に、総

合的かつ戦略的に情報化を推進します。 

また、重点的に推進する事業や組織横断的な課題に対しては、ICT推進本部下に部

会を組織するなど、柔軟で横断的な組織編成として取り組むものとします。 

 

流山市 ICT推進本部の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長（市長） 

ｗ 

副本部長（副市長） 

本部員（各部局長） 

部会※重要事項として指定した事項について調査・検討 
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３ 情報化施策の体系 

本市まちづくりの指針である総合計画との整合を図るため、本計画における施策

の体系も流山市基本構想で定める施策体系に沿うものとします。 

 

【流山市総合計画施策の体系】 

まちづくりの基本政策 施策 

１ 安心・安全で快適に暮らせるまち 

（防災・防犯環境の整備のための 

情報化） 

１ 防災 

２ 消防・救急 

３ 交通安全・防犯・消費生活 

４ 地域コミュニティ・市民協働 

２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせ

るまち 

（健康・文化の充実のための情報化） 

１ 健康・医療 

２ 生涯学習 

３ 文化芸術・歴史 

４ スポーツ 

３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

（都市基盤・生活環境の整備のための 

情報化） 

１ みどり・生物多様性 

２ 市街地整備・景観 

３ 道路 

４ 河川・排水 

５ 上下水道 

６ 交通 

７ 住宅 

８ 生活環境 

９ 廃棄物 

４ 賑わいと魅力のあるまち 

（産業の振興のための情報化） 

１ 地域経済 

２ 農業 

３ ツーリズム 

５ 誰もが自分らしく暮らせるまち 

（市民福祉の充実のための情報化） 

１ 高齢者福祉 

２ 障害福祉 

３ 地域福祉 

４ 共生社会 

６ 子どもをみんなで育むまち 

（子育て・教育の充実のための 

情報化） 

１ 子ども・子育て 

２ 学校教育 

 計画を推進するために 

（市政経営のための情報化） 

１ 財政運営 

２ 資産活用 

３ 組織・人材 

４ 行政経営 

５ マーケティング 
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４ 情報化推進計画の進捗管理 

上位計画である「流山市基本構想」及び「流山市基本計画」に基づきながら、PDCA

（注１３）サイクルにより進捗管理を徹底し、システム導入・更新時だけでなく、今

後も進歩する ICT環境の状況を踏まえ、社会情勢に適応した情報化の推進を図ってい

きます。 

 

（注１３）PDCA 

  プロジェクトの実行に際し、「計画をたて（Plan）、実行し（Do）、その評価（Check）

にもとづいて改善（Act）を行う、という工程を継続的に繰り返す」仕組み（考え

方）のこと。 

 

PDCAサイクル 



12 

 

５ 情報化に関する人材育成方針 

本市における情報化を推進していく上で、各部署において情報化に関する人材育成

が不可欠となっています。 

特に、マイナンバー制度の施行以後、関係業務の情報システムの対応、情報ネット

ワークのセキュリティ強化など、本市の情報システムへの要求事項の多様化が進んで

います。 

さらに今後、国が策定した「自治体 DX推進計画」（注１４）に基づき、自治体情報

システムの標準化・共通化、行政手続きのオンライン化の推進、また、AI、IoT（注

１５）等の新しい技術やサービスの登場により、ますます、ICT利活用の高度化・多

様化が進むことが想定されます。 

このため、全職員に対する ICTサポートや研修を実施し、情報化を推進する人材の

育成を図っていきます。 

 

（注１４）自治体 DX推進計画 

  「デジタル・ガバメント実行計画」における自治体の情報システムの標準化・共

通化などデジタル社会構築に向け、国が主導的に役割を果たしつつ、自治体全体と

して足並みをそろえて取り組んでいく計画のこと。 

（注１５）IoT 

  モノのインターネットとよばれ、身の周りの様々なモノがインターネットにつな

がる仕組みのこと。 

Internet of Things の略。 

 

（１）情報管理部門の役割 

  ア 情報ネットワーク及び情報システムの安定稼動 

  イ 情報管理部門以外が所管するシステムのサポート 

  ウ 庁内情報セキュリティマネジメントの監査及び教育 

  エ 情報システムを利用した業務プロセスの改善 

  オ 情報化施策の推進 

  カ 国、千葉県、近隣市町村との連携 
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（２）情報管理部門以外の役割 

  ア 情報システムの安定稼動 

  イ セキュリティポリシーの遵守 

  ウ 情報システムを利用した業務プロセスの改善 

  エ システム導入時の情報管理部門との連携 

  オ 国、千葉県、近隣市町村との連携 

 

（３）情報管理部門に必要とされるスキル 

  情報管理部門へ配属になった職員への教育やスキルの底上げは、「情報管理部門」

の大切な役割です。 

  一方、情報管理部門に配属され、教育を受けながらスキルを身につけた職員の異

動は避けられません。 

  たしかに、人事異動による一時的な情報管理部門のスキルの喪失はありますが、

「情報管理部門のスキルを持った職員を庁内へ投入できる」とプラスにとらえて、

配属先の ICT推進をサポートしてもらうという見方もできます。 

  そのため、新しく情報管理部門へ配属された職員と情報管理部門から異動した職

員により、庁内の情報化推進や業務効率化が行われ、組織全体の成長に寄与するこ

とも情報管理部門の役割として重要なことです。 

  以下は情報管理部門に必要とされるスキルとなります。 

  ・情報ネットワーク及び情報システムの理解 

  ・情報システムを利用した業務の理解 

  ・事業者等とのコミュニケーションスキル、ICT基礎知識 

  ・情報システム運用の知識 

  ・セキュリティ管理に関する知識 

 

（４）人材育成 

ア 情報活用スキル向上のためのサポート 

    各種システムやアプリケーションの活用等により、業務の改善や効率化につ

ながるスキル向上を図るためのサポートを実施していきます。 

イ 情報セキュリティ対策の研修 
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    情報化の進展に伴い、情報セキュリティ対策も変化していくため、全職員に

対して、情報セキュリティに関する人的、物理的及び技術的セキュリティ対策

の知識習得、行動につなげる研修を継続的に実施していきます。 

  ウ 情報システム調達の研修 

    情報システム調達の標準的な手法の確立により、市全体で最適な情報システ

ムの導入を進めるための研修を実施していきます。 

エ データ利活用の研修 

    政策立案や住民サービスの向上を行うため、全庁でデータ利活用に必要な知

識や技術の習得を行うための研修を実施していきます。 

オ マイナンバー研修 

    平成２９年度から国や地方公共団体等とのマイナンバーをキーとした情報

連携が開始され、マイナンバーを含む特定個人情報の管理及び取扱いが重要と

なっているため e-ラーニングや庁内研修を実施していきます。 

カ 統合型 GIS研修 

    平成２９年度から各課で運用していた地図データ及びシステムを統合し、共

通の GIS基盤を構築することで、業務の更なる効率化、市民サービスの向上、

オープンデータ等の取組みの推進するため庁内研修を実施していきます。 

  キ その他の ICT 研修 

    外部機関が実施する ICT研修等も積極的に参加していきます。 

 

（参考）地方公共団体の情報担当職員等に対する各種研修等 

（出典）総務省 自治体 DX推進手順書 
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第３章 情報化に関する社会環境及び国・県の動向  

 

 

１ 社会の動向 

（１）情報通信機器の保有状況の変化 

  スマートフォン、タブレット端末の普及が進み、いつでも、誰でも、場所を選ば

ずにインターネットの接続ができるようになっています。 

今後は、「超高速」「多数同時接続」「超低遅延」といった特徴を持つ 5G（第 5世

代移動通信システム）が、あらゆるモノ・ヒト等をつなげる IoT時代の新たなコミ

ュニケーションツールとしての役割を果たすと期待されています。 

 

情報通信機器の保有状況の推移 

 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 
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（２）インターネットの利用状況 

  総務省「令和３年版情報通信白書」によると、インターネット利用者の年齢階層

別の割合において、１３～５９歳の各年齢階層では、利用率が９割を上回っている

状況です。また、平成３０年から令和元年の利用割合の推移をみると、大きな変動

はなく、各年齢層にわたってインターネットが利用されています。 

  また、総務省「令和３年版情報通信白書」によると、端末別のインターネット利

用率は、スマートフォンが最も高くなっています。 

  なお、スマートフォンやタブレットの利用状況については、年齢が上がるにつれ

て利用率は低下し、特に７０歳以上の高齢者の利用率が低くなっており、世代間で

格差がみられます。 

 

年齢階層別インターネット利用状況の推移 

 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 
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インターネット利用端末の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 

 

スマートフォンやタブレットの利用状況 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 
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（３）インターネットの利用目的 

総務省「令和３年版情報通信白書」によると、インターネットの利用目的につい

ては、電子メールの送受信が各年齢階層で最も高くなっている一方、「動画投稿・

共有サイトの利用」や「オンラインゲームの利用」では、年齢階層毎の差が大きく

なっています。 

また、「ソーシャルネットワーキングサービスの利用」については、すべての年

齢階層で利用率が上昇しています。 

 

年齢階層別インターネット利用の目的・用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 

 

年齢階層別ソーシャルネットワーキングサービスの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 
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（４）公的分野におけるデジタル化の現状と課題 

  新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、オンラインによる行政手続きへの住民

のニーズは高いものの、「電子申請できる行政手続きが限られている」、「電子申請

できることを知らない」、「電子申請の使い方が複雑」等の理由からオンラインの利

用が広まっていないというアンケート結果がでています。 

 

公的分野におけるデジタル化の現状と課題 

 

（出典）総務省 令和３年版情報通信白書 

 

（５）データ主導社会 

  我が国では、少子高齢化が急速に進展した結果、２００８年（平成２０年）をピ

ークに総人口が減少に転じており、人口減少時代を迎えています。 

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、２０５３年には日本の総人

口は １億人を下回ることが予測されています。 

人口構成も変化し、１９９７年（平成９年）には６５歳以上の高齢人口が１４歳

未満の若年人口の割合を上回るようになり、２０１７年（平成２９年）には３，５

１５万人、全人口に占める割合は ２７．７％と増加しています。 

他方、１５歳から６４歳の生産年齢人口は２０１７年（平成２９年）の７，５９

６万人（総人口に占める割合は６０．０％）が２０４０年には５，９７８万人（５

３．９％）と減少することが推計されています。 
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我が国の人口及び人口構成の推移 

（出典）2017年まで：総務省「国勢調査」、「人口推計（各年 10月 1日現在）」、2018

年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年 4

月）」（出生中位・死亡中位推計） 

 

近年、ICTはより進化し、インターネット利用の増大と IoTの普及により、様々

な人・モノ・組織がネットワークにつながることに伴い、大量のデジタルデータの

生成、収集、蓄積が進みつつあります。 

それらデータの AI による分析結果を、業務処理の効率化や予測精度の向上、最

適なアドバイスの提供、効率的な機械の制御などに活用することで、新たな価値創

造につなげることができると期待されています。 

内閣府の第 5期科学技術基本計画においては、我が国が目指すべき未来社会の姿

として、「Society5.0」を提唱しています。 

Society5.0は、これまでの狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工

業社会（Society 3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、「サイバー空間（仮想空

間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展

と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）」とされています。 
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（出典）内閣府ホームページ 

 

これまでの情報社会（Society4.0）では、社会での情報共有が不十分でしたが、

Society5.0で実現する社会では、IoTで全ての人とモノがつながり、様々な知識や

情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すこと、また、今まで人が行っ

ていた作業や調整の代行や支援を AI、ロボット等が行うことにより、社会課題や困

難を克服することとされています。 
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（出典）内閣府ホームページ 
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（５）情報セキュリティ 

スマートフォンやタブレット等、ICTの目覚しい発展により、いつでもどこでも

インターネットでつながり、私達の生活が快適なものとなっている中、不正侵入、

ウィルス攻撃、データ改ざん等、サイバー攻撃の被害が増しています。 

特に、個人ではクレジットカード情報の不正利用による被害、組織では標的型攻

撃による情報流出による被害、個人・組織の双方ではランサムウェア（注１６）に

よる被害が発生しています。 

また、平成２７年５月に日本年金機構が保有している個人情報流出事件を受けて、

自治体では、セキュリティの抜本的対策を行い、自治体情報セキュリティクラウド

等の対策が実施されました。 

さらに令和２年１月に「新型コロナウイルス」に関する情報を装うＥｍｏｔｅｔ

という標的型攻撃メール（注１７）が、国内の組織へ広く送信されました。 

このような中、ICT の利活用を推進していくためには、自治体や企業等において、

リスクに応じた情報セキュリティ対策を実施していく必要があります。 

 

（注１６）ランサムウェア 

  感染したパソコンをロックしたり、ファイルを暗号化したりすることによって使

用不能にした後、元に戻すことと引き換えに「身代金」を要求する不正プログラム。 

（注１７）標的型攻撃メール 

  特定の組織や人の情報を搾取する攻撃メール。 
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（出典）独立行政法人情報処理推進機構「情報セキュリティ１０大脅威 ２０２１」 
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２ 国の動向 

（１）自治体における DX推進 

国では、令和２年末に、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年１２月２５

日閣議決定）における自治体関連の各施策について、自治体が重点的に取り組むべ

き事項・内容を具体化するとともに、「自治体 DX推進計画」（以下「DX推進計画」

という。）として策定しました。 

DX推進計画では、自治体情報システムの標準化・共通化（以下「システムの標準

化」という。）や行政手続のオンライン化（以下「オンライン化」という。）などの

重点取組事項を自治体 DXの具体的な施策として掲げています。 

 

自治体 DX推進計画の概要 

 

（出典）総務省 自治体 DX推進計画 
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 ①システムの標準化 

  国は、システムの標準化の取組を推進するため、「地方公共団体情報システムの

標準化に関する法律案」（以下「標準化法」という。）を令和３年９月１日に施行さ

れました。 

  標準化法では、地方公共団体のシステムの標準化の対象となる事務（住民基本台

帳、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、就学、

国民年金、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、障害者福祉、生活保護、健

康管理、児童手当、児童扶養手当、子ども・子育て支援、戸籍、戸籍の附票、印鑑

登録の２０業務ですが、今後追加されることも考えられます。）を政令で定める予

定です。 

  なお、令和７年度を目標時期として標準準拠システムへ移行する必要があります。 

 

 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の概要 

 

 （出典）総務省 自治体 DX推進計画 
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自治体情報システムの標準化・共通化・ガバメントクラウド活用スケジュール 

 

（出典）総務省 自治体 DX推進計画 

 

②マイナンバーカードの普及促進 

マイナンバー制度とは、社会保障、税、災害対策の分野で利用し、証明書等の添

付書類の削減、国民の利便性の向上により、効率的な行政サービスを行っていくた

めの社会基盤です。 

また、マイナンバーカード（本人の申請により交付され、本人確認の身分証とな

るほか、様々な行政サービスで利用できる ICカード）については、普及率が国民

の４０％（令和３年１１月３０日時点（総務省調べ））であり、交付枚数としては

十分ではない状況です。 

国では「マイナンバーカード利活用推進ロードマップ」の PDCAにより、定期的

に進捗状況を点検するとともに、令和４年度末までに全住民へのマイナンバーカー

ドの普及を目指しており、以下の観点から推進を図ることを掲げています。 

 

   ①身分証等としての利用の推進 

官民における職員証・社員証・入退出証としての導入を推進。 

また、令和３年度中に保険証とマイナンバーカードを一体化し、令和６年度 

末までに運転免許証とマイナンバーカードの一体化をする予定。 
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   ②行政サービスにおける利用 

住民票の写し等のコンビ二交付や図書館利用など行政サービスでの利用と 

ともにマイキープラットフォーム（注１８）を活用した地域経済応援ポイン 

トの導入を推進。 

   ③民間サービスにおける利用 

行政サービスに限定されず、金融、チケット、医療など民間企業の提供する

サービスもマイナンバーカードで利用可能となるよう取り組みを推進。 

   ④公的給付の支給 

    公的給付の迅速かつ確実な支給のため、預貯金者が預貯金口座の情報をマイ

ナポータルにあらかじめ登録し、特定公的給付の支給の迅速かつ実施のため

の仕組みを検討。 

 

（注１８）マイキープラットフォーム 

  マイナンバーカードのマイキー部分（ICチップの空きスペースと公的個人認証

の部分で、国や自治体といった公的機関だけでなく、民間でも活用できるもの）を

活用して、マイナンバーカードを公共施設や商店街等に係る各種サービスを呼び出

す共通の手段とするための共通情報基盤。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）内閣府「マイナンバー制度の意義」 
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 ③行政手続のオンライン化 

  令和２年末に総務省が策定した「DX推進計画」においては、デジタル化による 

利便性の向上を国民が早期に享受できるよう、令和４年度末を目指して、原則、全 

自治体で、特に国民の利便性向上に資する子育て関係・介護関係の２６手続につい 

て、マイナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能にし、 

オンライン化を進めているとしたところです。 

  

 デジタル手続法（平成１４年法律第１５１号）の概要 

 

（出典）総務省 自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書 
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オンライン対象手続一覧 

 

（出典）総務省 自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書 

 

 ④AI・RPAの利用促進 

  総務省が平成２９年度１０月から開催した「自治体戦略２０４０構想研究会」に 

 よると、我が国の人口減少の影響を受け、２０４０年には行政職員が半減し、今の

半数の職員で自治体を支える必要があるとされています。 

  こうした社会環境変化の中でも、住民が健康で文化的な生活を送るために自治体

には安定して接続可能な形で住民サービスを提供することが求められています。 

 そのためには、業務の効率化や、職員の単純事務作業からの解放により、人間で 

なければ遂行できない業務に集中できる環境を整える事が必要です。 

  さらに、平成３０年９月から開催した「地方自治体における業務プロセス・シス

テム標準化及び AI・ロボティクスの活用に関する研究会（スマート自治体研究会）」

では、「自治体も事業者も、システムの構築・保守管理といった守りの分野はでき

るだけ効率化した上で、AI・RPA等の ICT活用といった攻めの分野へ集中して人的・

財政的資源を投資できるような環境を作ることが不可欠である」と述べており、自

治体における AI・RPA 等の積極的な活用を求める内容になっています。 

 

 



31 

 

自治体の AI導入が求められる背景 

 

（出典）総務省 自治体における AI活用・導入ガイドブック 

 

 ⑤テレワークの推進 

  新型コロナウイルス感染症の対策を受けて、令和２年２月以降、政府から地方公

共団体や企業に対して、時差出勤やテレワーク（注１９）等を強力に推進すること

が呼びかけられました。 

  地方公共団体におけるテレワークの導入状況を見ると、令和元年１０月時点では、

都道府県や政令市で導入している団体がみられたものの、市区町村ではほとんどが

未導入でした。 

  しかし、令和２年１０月時点では、都道府県や政令市では大半が導入済み、市町

村では約２割が導入しており、今後導入を検討している団体も増加しています。 

  さらに、令和２年末に総務省が策定した「DX推進計画」においても、テレワー

ク導入をきっかけとして業務の ICT化をすることで、業務の効率化や生産性の向上

を実現し、限られた行政資源をより住民サービスの向上に充てることができると考

えられています。 

 

（注１９）テレワーク  

  「tele（離れたところで）」と「work（働く）」を合わせた造語。 
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テレワークの導入目的 

  

（出典）総務省 地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き 

 

⑥セキュリティ対策の徹底 

近年、相次ぐサイバー攻撃により、マイナンバー制度及び自治体の行政に重大な

影響を与えるリスクも想定されることから、情報セキュリティ対策を抜本的に強化

することが必要となっています。 

特に、前述したとおり、日本年金機構における個人情報流出事件は、多くの住民

情報を扱う自治体にとって重大な警鐘となり、総務省において、平成２７年１２月

に「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化」の検討が開始され、自治体

では以下のとおり情報セキュリティ対策を講じました。 

 

①マイナンバー利用事務系では、端末からの情報を持ち出し不可とする設定等           

を図り、個人情報流出を徹底して防止すること。  

②マイナンバーによる情報連携において活用される LGWAN（自治体の組織内ネ

ットワーク）環境のセキュリティ確保に資するため、LGWAN接続系とインタ

ーネット接続系を分割すること。 

③都道府県と市区町村が協力して、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、
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高度な情報セキュリティ対策を講じること。 

 

また、国では従来インターネット経由で更新されていたプログラム更新ファイル

（OS、ウィルスパターンファイル）等を LGWAN環境内で安全に受渡できるようにす

る自治体情報セキュリティ向上プラットフォームを構築しました。 

このような中、マイナンバー制度を推進していくために、国及び自治体による情

報セキュリティのより一層の強化が求められています。 

  なお、地方公共団体においては、上記のとおり、平成２７年（２０１５年）以降

に実施された、いわゆる「三層の対策」により情報セキュリティ対策の抜本的強化

が図られたましたが、行政手続のオンライン化、テレワーク、クラウド化など新し

い時代の要請を踏まえ、業務の利便性・効率性の向上を目的とした見直しを行い、

国で「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」を

改訂しました。 

 

 ⑦デジタルデバイド対策 

  社会全体のデジタル化を進めるに当たり、デジタル技術の利活用により、年齢、

障害の有無、性別、国籍、経済的な理由等にかかわらず、誰も取り残さない形で、

全ての国民にデジタル化の恩恵を広くいきわたらせて環境の整備に取り組むこと

が必要です。 

  そのために、デジタル機器に不慣れな方でも容易に操作できる UI（ユーザーイ

ンタフェース）の設計や、外国人利用向けの申請画面等の多言語化などで、利用者

目線で、かつ、利用者に優しい行政サービスを実現することが重要です。 

このため、デジタル手続法では、国の行政機関等に対し、行政のデジタル化に当

たっては、デジタルデバイド（注２０）の是正を図るために必要な施策を講ずる義

務を課しています。 

  具体的には、総務省の「デジタル活用支援推進事業」を活用したスマートフォン

教室が、携帯電話販売店を中心に全国で開催されています。 
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（注２０）デジタルデバイド 

  パソコンやインターネットなどを利用する能力（情報リテラシ）や機会の違いに 

よって、経済的・社会的な格差が生じることをいう。 

 

（２）官民データ活用の推進 

国では、平成１３年に、超高速ネットワークインフラの整備、電子商取引、電子

政府等のルール整備等を柱とする「e-Japan 戦略」が策定され、世界最先端のＩ

Ｔ国家を目指して各政策を推進してきました。 

その一方で、スマートフォンが世の中に登場してきてから約１０年の間、技術の

進歩が目まぐるしく、コミュニケーションの在り方をはじめ、あらゆる場面で ICT

が大きな影響を与えてきました。 

現在、端末の小型軽量化、データの飛躍的な増大は、「IoT」や「AI」、「ビッグデ

ータ（注２１）」の活用に繋がり、社会に変革をもたらしつつあります。 

こうした状況を踏まえ、官民データ活用の推進に関する基本的な計画として、国

は、令和３年６月１８日に「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を閣議決定し、

市町村においても、計画的かつ効率的に官民でのデータ活用を促進することで、地

域住民やNPO等による自発的な地域課題の解決に向けた取組の推進が期待されてい

ます。 

  また、国は、令和元年５月に「地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック

Veｒ２．０」を策定し、地方公共団体において、個人情報の保護に配慮し、保有す

るデータを部局・分野横断的に活用して、効果的な政策立案や住民サービスの向上

等に取り組んでいくことが期待されています。 

 

（注２１）ビッグデータ 

  大規模かつ多様で、事業に役立つ知見を導出するためのデータ。 
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（出典）内閣官房「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 

 

（出典）内閣官房「世界最先端デジタル 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 

 

 

 

 

 



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室「官民データ活用推進基本法制定の背景」 

 

（３）業務改革（BPR）の推進 

行政が抱える政策課題は、ますます複雑化・高度化する中、課題へ迅速・的確に

対応し、国民生活の向上に取り組んでいくことが求められています。 

また、少子高齢化が一層進展する中、育児・介護で勤務時間に制約がある職員の

増加等を踏まえ、柔軟かつ多様な働き方を実現する「働き方改革」が重要な課題と

なっています。 

そのため、従来からの仕事の進め方にこだわらず、職員がより高いパフォーマン

スを発揮できるよう業務改革に取り組むことが不可欠です。 

総務省では、社会環境の変化や技術進展が急速に進む中、平成２８年８月に「国

の行政の業務改革に関する取組方針」を策定し、行政サービスの維持・向上を実現

するため、行政内部も含めて業務改革（BPR：Business Process Re-engineering）

の推進を掲げています。 
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（出典）総務省「業務改革の取組方針」 

 

（４）自治体クラウドの推進 

自治体クラウドとは、外部のデータセンターにおいてネットワーク経由により、

複数の自治体の情報システムを集約し共同で利用するものです。 

自治体クラウドにより、情報システムの運用経費の削減や業務の効率化・標準化

を図ることが期待されており、東日本大震災等の自然災害の経験を踏まえ、堅牢な

データセンターで行政情報を保全し、災害・事故等発生時の業務継続を確保する観

点からも重要視されています。 

総務省では、自治体クラウド（複数団体共同のクラウド）の取り組みの加速に向

け、自治体の業務システムのクラウド化を推進しています。 
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自治体クラウドのイメージ図 

  （出典）総務省「平成２６年版情報通信白書」 

 

（５）スマート自治体への転換 

総務省の有識者研究会である「自治体戦略 2040構想研究会」は、２０４０年頃

にかけての人口減少に伴い、自治体の経営資源が制約される中、行政サービスを的

確に実施するためには、AI・ロボティクスによる事務作業の自動化やクラウドによ

る情報システムの標準化・共通化などによるスマート自治体への転換を提言してい

ます。 
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  （出典）総務省「自治体戦略 2040構想研究会 第一次・第二次報告」 

 

（６）スーパーシティ構想 

  国では、AI及びビッグデータを活用し、社会のあり方を根本から変えるような

都市設計の動きが国際的に急速に進展していることに鑑み、暮らし・ビジネスを支

える様々な最先端のサービスを実装する「スーパーシティ」構想の実現を目指した

取組が進められています。 
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  （出典）内閣府「スーパーシティ構想について」 

 

 

３ 県の動向 

千葉県が将来目指す姿とそれを実現するための政策の基本方針を定めるために、平

成２９年１０月に新たな総合計画である「次世代への輝け！ちば元気プラン」を策定

し、ICT等への対応の視点から「ICTの進展と IoT・AIなどの普及」を重点な項目と

して掲げています。 

また、巧妙化するサイバー犯罪の対策として、２０２０年東京オリンピック・パラ

リンピックに向けて、サイバー攻撃の発生を想定した共同訓練を実施するなど情報セ

キュリティの強化を掲げています。 

さらに、千葉県では、インターネットによる情報提供や電子申請など ICT活用の拡

充、マイナンバー制度を活用した申請書の省略、情報セキュリティ対策の強化ととも

に、自治体や企業等と協働し、県民の ICTリテラシー（ICTを使いこなす能力）向上

等に取り組むことを掲げています。 

なお、マイナンバーの情報連携開始に伴い、自治体における情報セキュリティ対策

を講じ、インターネットの接続口の集約化や監視を共同利用できるように平成２９年

６月から自治体情報セキュリティクラウドの運用が始まりました。 

令和元年９月に、県では、ICT利活用の方向性等を定め、共有するとともに、県内

の多様な主体による取組が自立的に創出される環境づくりを進めるため、「県民の暮
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らしを豊かにする千葉県 ICT利活用戦略」を策定しており、官民データ活用推進基本

法第９条第１項に規定された「都道府県官民データ活用推進計画」として位置付けら

れています。 

 

（出典）ちば IT利活用戦略（２０１０）「千葉県の情報化動向」 
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（出典）千葉県 ICT利活用戦略の概要 
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第４章 本市の現状と方向性 

 

ICTを活用し市民の利便性・満足度の向上、行政運営の効率化など電子自治体を構

築するうえで、市民等にとって効果が大きく、かつ組織横断的な課題は次のとおりで

す。 

 

 １ 電子申請・届出等の拡充、電子相談の充実  

【現状】  

本市では、平成２０年８月１日から県や県内の市町村と共同運営により電子申

請システム（ちば電子申請システム）を導入し、これまで市の窓口や郵送を通じ

て行っていた申請・届出が、２４時間いつでもインターネットを通して行えるよ

うになりました。 

また、電子相談の充実については、２４時間いつでも問い合わせに対応できる

よう、ホームページ上に FAQ（注２２）を掲載し、時間や場所にとらわれずサービ

スを利用できます。 

しかし、電子納付が実現されておらず窓口に出向き手数料を支払わなければなら

ない手続きや、添付書類が電子化されておらず別途郵送しなければならない手続き

等も存在しています。 

 

（注２２）FAQ 

  よくある質問とその回答を集めたもの。Frequently Asked Questions の略。 

 

【方向性】 

電子申請システムについては、令和３年３月に更新し、利用者がマイナンバー

カードやＩＣカードリーダを持っていれば、公的個人認証によりシステム上で本

人確認をすることができるようにするなど、利用者にとって利用しやすいシステ

ムにリニューアルしました。 

今後は、令和２年１１月に公表された国の押印廃止の見直し方針を受け、利用

者の視点に立って電子化できる手続きの拡大を図るとともに、利用者となる市民

に向けて広報紙や市ホームページで PRし、利便性向上に努めます。 
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電子相談の充実については、市民にとって何の手続きが必要かなど、わからな

いことがあるため、AIチャットボット（注２３）等を利用し、会話形式で回答を

導けるようにするなど、AIについて調査研究をしていきます。 

 

（注２３）チャットボット 

  人工知能を活用した自動会話プログラム。 

 

【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑨ 

 

市民向け

電子化事

業 

（電子申請システムの 

構築） 

市役所等に出向かなくて

も、申請・手続きが行える

よう、電子申請システムの

構築及び運営を行う。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

（電子相談の仕組みの 

導入） 

AIを活用した電子相談の

仕組み（AIチャットボット

等）の導入を推進する。 

検討 
方針

決定 
実施 実施 実施 実施 
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 ２ オープンデータの取り組み  

【現状】 

平成２４年１０月からオープンデータの取り組みを開始し、市ホームページの

オープンデータカタログサイトには、約３２０件（令和３年８月１日現在）のデ

ータが掲載されており、行政が出せる情報については、常住人口等を始めとした

データを積極的に公開しています。 

しかし、市で公開しているオープンデータは、既にホームページで掲載してい

る情報をデータ化したものであり、加工しにくいワードのデータや加工できない

PDFデータ等、利用者が使いにくいデータもあります。 

 

【方向性】 

スマートフォン、タブレット端末、SNSの普及等を背景に、多種多様な情報を相

互に連携させて新たな価値を生み出すことが期待されている中、自治体が保有す

る公共データを、市民や企業にとって利用しやすい形で公開することが求められ

ています。 

今後、API（注２４）を意識した CSVファイル等の機械判読に適したデータ、ま

た、推奨データセット（注２５）に準拠したデータを公開するなど、市全体でオ

ープンデータの取り組みを推進していきます。 

 

（注２４）API 

  汎用性の高い機能を外部から手軽に利用できるように提供する仕組みのこと。

Application Programming Interface の略。 

（注２５）推奨データセット 

  オープンデータの公開とその利活用を促進することを目的とし、政府として公開

を推奨するデータと、そのデータの作成にあたり準拠すべきルールやフォーマッ

ト等を取りまとめたもの。 

 



46 

 

【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑨ 

 

市民向け

電子化事

業 

（オープンデータの充実） 

APIを意識した CSVファイ

ル等の機関判読に適した

データ、推奨データセット

に準拠したデータを公開

するなど、市全体でオープ

ンデータの取り組みを推

進する。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

３ ビッグデータ利活用の推進  

【現状】 

近年、ビッグデータという言葉に代表される電子的に処理可能なデータが飛躍

的に増大しています。ビッグデータの活用がこれまで見過ごされてきた生産性向

上や新たな需要の掘り起こしにつながり、経済成長やイノベーションの促進に資

することが期待されています。 

 

【方向性】 

全国で教育データや保育データ等を利用したいとの声が上がっており、本市で

は、子育て世代が多く転入していることから、今後、国が策定した「地方公共団

体におけるデータ利活用ガイドブック」を参考として、庁内で蓄積・併合された

データの分析による課題解決等の推進を図りながら、ビッグデータを民間へ提供

していけるよう取り組んでいきます。 
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【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑨ 

 

市民向け

電子化事

業 

（ビッグデータの利活用） 

庁内で蓄積・併合されたデ

ータの分析による課題解

決等の推進を図る。 

また、流山市が保有するビ

ッグデータの利活用を民

間等へ推進する。その際、

庁内の部局・分野に加え

て、都道府県や他の市町村

等との連携可能性を踏ま

え、広域でのデータの利活

用のあり方についても検

討し、より効果的な施策へ

の活用を図る。 

検討 実施 実施 実施 実施 実施 

 

４ 匿名加工情報の提供の仕組みの導入 

【現状】 

国若しくは自治体又は独立行政法人若しくはその他の事業者が保有するデータ

について、民間での利活用を推進するために、平成２８年１２月１４日に官民デ

ータ活用推進基本法が制定されました。 

また、令和３年５月に個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行政法

人等個人情報保護法の３法を１つの法律に統合する「デジタル社会形成整備法」

が公布され個人情報保護制度の見直しが行われました。 

今後、本市が保有する個人情報の適正かつ効果的な活用を積極的に推進し、活

力ある経済社会や豊かな住民生活の実現を目指すため、匿名加工情報（特定の個

人を識別できないように加工したもの）を民間へ提供していくことが必要となっ

ています。 
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【方向性】 

個人の権利利益の保護及び行政事務の適正かつ円滑な運営に支障が生じないこ

とを前提とし、令和３年改正個人情報保護法で実施が義務づけられた国及び都道

府県、政令指定都市の運用・活用状況を踏まえ、匿名加工情報の作成・提供に当

たり事務負担の軽減を図りながら運用できる仕組みの導入を検討していきます。 

 

【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

匿名加工

情報の提

供の仕組

みの導入 

個人の権利利益の保護及

び行政事務の適正かつ円

滑な運営に支障が生じな

いことを前提として、匿名

加工情報の作成・提供に当

たり事務負担の軽減を図

りながら運用できる仕組

みの導入を推進する。 

検討 検討 検討 検討 検討 実施 

 

５ 地域情報化の環境整備に係る取り組み 

【現状】 

地理的な制約、年齢、身体的な条件その他の要因に基づく情報通信技術の利用

の機会又は活用のための能力における格差の是正（デジタルデバイド対策）とし

て、誰もが本市の Web サイトを利用しやすいようにするため、Webアクセシビリテ

ィ（注２６）確保のための環境整備に取り組んでいます。 

また、Officeソフト、メールやインターネット等の活用のため、パソコン教室、

スマートフォン教室等での講座を通じて、受講生が発展的・継続的に学ぶことが

できるように、公民館等における学習機会の提供を推進し、地域における人材育

成の確保を図っています。 
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（注２６）Webアクセシビリティ 

  高齢者や障害のある方など、心身の機能の制約や利用環境等に関係なく、誰もが

Webで提供されている情報にアクセスし利用できること。 

 

【方向性】 

国内向け新型コロナワクチン接種証明書の電子版については、スマートフォン

からマイナンバーカードを使い専用のアプリケーションを利用するようになった

ほか、国のマイナポイント事業により、スマートフォンから手続きできるように

なるなど、今後、スマートフォンを利用した行政手続きが増えることが予想され

ます。 

このような状況を踏まえ、本市では行政のデジタル化に合わせて、60 歳以上の

方を含む市民の方々がスマートフォン等を利用して情報取得や申請等が行えるよ

う、スマートフォン講座の拡充など、対応を進めていきます。 

また、ICT活用における能力格差の是正や能力向上、地域の情報化を推進するた

め、ICT技術を利用して地域の課題解決に取り組む団体等への後援を行います。 

 今後、教育、医療、子育て、防災、観光等の分野において、IoTを活用した地域

課題の解決、地域経済の活性化を目指す試みが全国で実施されているため、イン

ターネットを通じた攻撃等への情報セキュリティ対策が講じられた上での IoT の

導入・活用を推進します。 
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【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑨ 

 

市民向け

電子化事

業 

（ICT 技術を利用して地域

の課題解決に取り組む

団体等への後援） 

流山市の課題や魅力につ

いて、ICT技術の利用によ

り、発見・分析・表現を行

う講座を提供し、広い市民

層に流山の情報を届ける

団体等への後援を行う。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

 ６ マイナンバーカードの普及  

【現状】 

平成２９年１１月から、異なる行政機関の間でマイナンバーにより生成された

符号をもとに情報連携を開始し、これまで市民が行政の各種手続きで提出する必

要があった書類を省略できるようになりました。 

また、同時期にマイナポータル（注２７）の運用も開始し、マイナンバーカー

ドを所有している市民は、情報連携における取扱履歴の閲覧や子育てに関する行

政手続きとして、ぴったりサービス（注２８）の利用ができるようになりました。 

その他、介護や介護予防のために必要な行政手続きを含むサービス情報を得ら

れ、時間・場所を問わず、Webサイト上でサービスの検索から申請が可能となるワ

ンストップサービスが、可能な手続きから順次開始されます。 

本市の現状として、令和２年度のマイナポイント事業（注２９）等により、マ

イナンバーカードの普及率が約４１％（令和３年１１月３０日現在）まで増加し、

全国４０％（令和３年１２月３日時点）をやや上回っている状況です。 
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（注２７）マイナポータル 

子育てに関する行政手続きをワンストップでできたり、行政機関からのお知らせ

を確認できたりする政府運営のオンラインサービス。 

（注２８）ぴったりサービス 

  マイナポータルの子育てワンストップサービスの名称。 

（注２９）マイナポイント事業 

  消費の活性化、マイナンバーカードの普及促進、官民キャッシュレス決済基盤の

構築を目的とした国の事業。 

マイナポイントの申し込み後に、選択したキャッシュレス決済サービスでチャー

ジまたは買い物をすると、使用した金額の２５％のポイントが付与される。（１人

あたり最大５，０００円） 

 

【方向性】 

マイナンバーカードの普及を推進するために、マイナンバーカードで利用でき

る手続きを調査研究していきます。 

特に本市では、子育て世代が多く転入してきていることから、ぴったりサービ

スにある児童手当や保育といった手続きを、市民が窓口に来なくても電子手続き

だけで完了できるよう推進していきます。 

また、介護に関する手続きについて、被保険者を中心とした行政手続きのオン

ライン化を推進していきます。 

さらに、住民票等の証明書のコンビニ交付を推進していきます。 

今後、マイナンバーカードの普及促進を図っていくために、国の実証事業の動

向等を注視し、マイナンバーカードの多機能化として、医療保険における被保険

者の資格・特定健康診査・薬剤情報等を確認できる「医療保険のオンライン資格

確認」、行政機関及び民間事業者等に対する引越しや死亡・相続に伴う手続を一括

で行うことが可能となるような「引越しワンストップサービス」及び「死亡・相

続ワンストップサービス」、被災者支援制度における各種手続きが行える「被災者

支援ワンストップサービス」、自治体職員の「職員証としての利用」等についても

調査研究をしていきます。 
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【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑯ 

 

マイナン

バー 

カードの

普及 

（マイナンバーカードの

普及促進） 

マイナンバーカードの普

及促進を図っていく。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

（子育てワンストップ 

サービスの実現） 

保育園の入所申請や児童

手当の現況届などのオン

ライン化（子育てワンスト

ップサービス）を実現する

とともに、入園対象児童の

保護者等への周知を行い、

電子申請の普及率向上を

図っていく。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑯ 

 

マイナン

バー 

カードの

普及 

（介護ワンストップ 

サービスの実現） 

介護に関する手続きのオ

ンライン化（介護ワンスト

ップサービス）を実現する

とともに、被保険者等への

周知を行い、電子申請の普

及率向上を図っていく。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

（証明書コンビニ交付 

事業） 

住民票等の証明書のコン

ビニ交付を推進していく。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

（医療保険のオンライン

資格確認の導入） 

医療保険における被保険

者の資格・特定健康診査・

薬剤情報等を確認できる

医療保険のオンライン資

格確認へ対応していく。 

検討 実施 実施 実施 実施 実施 

（引越しワンストップ 

サービスの実現） 

行政機関及び民間事業者

等に対する引越しに伴う

手続を一括で行うことが

可能となるような引越し

ワンストップサービスへ

対応していく。 

検討 検討 検討 実施 実施 実施 

 

 

 

 



54 

 

【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑯ 

 

マイナン

バー 

カードの

普及 

（死亡・相続ワンストッ

プサービスの実現） 

行政機関及び民間事業者

等に対する死亡・相続に伴

う手続を一括で行うこと

が可能となるような死

亡・相続ワンストップサー

ビスへ対応していく。 

検討 検討 検討 実施 実施 実施 

（被災者支援ワンストッ

プサービスの実現） 

被災者支援制度における

各種手続きが可能となる

ような被災者支援ワンス

トップサービスへ対応し

ていく。 

検討 検討 検討 実施 実施 実施 

（マイナンバーカードの

多機能化の実現） 

その他、マイナンバーカー

ドの多機能化について検

討していく。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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７ 自治体クラウドの推進  

【現状】 

  自治体クラウドとは、自庁舎ではなく外部のデータセンターにおいてネットワ

ーク経由で、複数の自治体の情報システムを集約し共同で利用するものをいいま

す。 

本市で市民のデータを管理している基幹系システムは、県内・類似団体・自治

体クラウド導入済み自治体と比較して低コストであり、基本パッケージ以外でも

共通化を実施し、さらに帳票類の調達・印刷の一括管理により、コストの削減を

図っています。 

また、耐震性が確保されたデータセンターを利用して、災害時対応として遠方

で日次データのバックアップを行っており、自治体間の相互サポートが可能です。 

 

 【方向性】 

   本市では、自治体クラウドの要件であるコストの削減やセキュリティレベルの

向上、災害時における業務継続性の確保を満たしており、引き続き自治体クラウ

ド導入自治体として、より効率的な運営を図っていきます。 

 

【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑩ 

 

全庁 LAN

整備事業 

（自治体クラウドの推進） 

他団体との連携の強化を

図り、自治体クラウドを推

進する。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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８ 庁内システムにおける自治体情報システム標準仕様の導入 

【現状】 

国で提示している標準仕様は、自治体のデータフォーマットや帳票類の統一等

を行うことにより、事務の共通性や住民の利便性の向上、行政運営の効率化が行

われることを目的としています。 

自治体の業務のうち、２０業務（住民基本台帳、選挙人名簿管理、固定資産税、

個人住民税、法人住民税、軽自動車税、就学、国民年金、国民健康保険、後期高

齢者医療、介護保険、障害者福祉、生活保護、健康管理、児童手当、児童扶養手

当、子ども・子育て支援、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録）の情報システムについ

て標準化されます。 

また、２０業務の標準仕様については、令和３年度夏から順次公開され、令和

４年夏までにすべての標準仕様が公開される予定です 

なお、標準仕様への移行の目標時期は令和７年度とされていることから、当該

目標時期に向けて各自治体においては、改めて現在のシステム更改計画等を見直

す必要が生じます。 

 

【方向性】 

今後、文字情報基盤への対応、現行仕様書との比較分析等、令和７年度までに

国の標準仕様への準拠を進めていきます。 
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【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑩ 

 

全庁 LAN

整備事業 

（庁内システムにおける

自治体情報システム標

準仕様の導入） 

基幹系システムの整備に

当たっては、国で提示して

いる標準仕様を利用する。 

２０業務については令和

７年度までに国の標準仕

様へ準拠を進める。 

検討 
方針

決定 
開発 開発 試行 実施 

 

９ 行政内部事務効率化の推進  

【現状】 

総合行政ネットワーク（自治体間を相互に接続し、国のネットワークである霞

ヶ関 WAN とも接続する行政ネットワーク）の構築及び公的個人認証サービス（イ

ンターネット申請等で他人によるなりすまし申請や通信途中での改ざん等を防ぐ

ため、利用者が使用する電子証明書を交付するもの）並びに自治体組織認証基盤

（自治体が市民・企業等との間で電子的に実施する申請・届出等の手続きにおい

て、作成した電子文書等の内容が改ざんされていないかを確認する仕組み）の整

備等、電子政府・電子自治体の基盤整備が急速に進み、今後は市民等に利便性が

実感できる具体的な利活用が求められています。 

他自治体や市民、企業等との間で、インターネットを通信手段とする双方向の

情報伝達や協議等は、日常の業務光景となっています。 

しかし、市役所内部での各種起案や伝票等の決裁、供覧等は今でも紙ベースで

行われており、電子文書と紙文書が混在する中で、それぞれを適正に管理・保管
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し、迅速に検索・利用できるシステムが求められています。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の対策を受けて、令和２年２月以降、国か

らテレワークの推進がされていることから、紙文書の電子化が求められています。 

 

【方向性】 

電子自治体の構築は、ICTを最大限活用することにより、行政コストの削減を図

りながら、行政サービスの質的な向上を実現する新たな行財政改革の手法のひと

つです。 

今後、多様な行政需要に対応していくためには、一層簡素で効率的な行政を実

現することにより経営資源（人・時間・財源）を生み出すことが不可欠です。 

また、新型コロナウイルス感染症の対策を受けて、令和２年度にテレワーク用

モバイルパソコンを導入しましたが、職場においてある紙文書が確認できない、

起案や財務処理が電子化されていない電子決裁ができないなどの課題があります。 

そのため、文書の収受から起案、決裁、保存や情報公開までを電子的に一括管

理する総合的文書管理システムの導入や伝票処理の電子化により一層の事務の効

率化やペーパーレス化を図ります。 

また、社会環境の変化や技術進展が急速に進む中、行政サービスの維持・向上

を実現するため、行政内部の業務及びサービスを再構成する業務改革（BPR）が必

要であるといわれています。 

今後、行政サービスの維持・向上を実現するため、業務の棚卸作業の実施を行

い、行政内部の業務効率化を図っていきます。 

さらに、定型業務から付加価値の高い政策的業務へ職員の配置転換が必要であ

るため、定型業務については、外部委託の他、AI や RPA といった最新の ICT 技術

の活用による効率化の調査研究や実証実験を行っていきます。 

そして、AI や RPA を適用できる対象業務を選定しながら、業務プロセスの見直

しや業務の自動化を行うことで、業務の効率化や正確性の向上、職員の負担軽減、

市民サービスの向上を図っていきます。 
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【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

行政内部

事務 

効率化の

推進 

7-(4)-⑩ 

全庁 LAN 整備事業 

（情報システム調達ガイ

ドラインの策定） 

（全庁 LANシステムの 

整備） 

（基幹系システムへの 

RPA 導入） 

（全庁 LAN システムへの

RPA 導入） 

（議事録作成支援システ

ム導入） 

（テレワーク用モバイル

端末導入） 等 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

7-(4)-⑪ 

文書管理システム導入事

業 

検討 検討 検討 実施 実施 実施 

7-(3)-① 

人事・給与等管理システム

導入事業 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

7-(3)-② 

人事管理システム統合事

業 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

7-(1)-⑮ 

伝票処理の電子化事業 
検討 検討 検討 実施 実施 実施 

7-(4)-㊱ 

おくやみ相談窓口設置運

営事業 

検討 
方針

決定 
実施 実施 実施 実施 
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10 統合型 GIS（地理情報システム）の推進  

【現状】 

以前、施設の担当部署では、道路や土地の利用現況等、多様な地理情報をデジ

タル化された地図に表示させ、作図・分析・情報管理等が行える GIS を個別に（以

下「個別 GIS」といいます。）導入し業務を実施していました。 

そこで、業務の更なる効率化を目的に、市で運用している地図データ及び個別

GISを統合させ、平成２９年度に共通の GIS基盤の構築を行い、道路管理業務、建

築住宅業務、資産税業務、都市計画業務をサポートする機能を構築し、地図デー

タやそれに付随する情報を共有しています。 

 

【方向性】 

GISについては、庁内での活用に止まらず、GIS特有の視覚的効果・分かりやす

さを活かし、インターネットを介して市民へ分かりやすい情報提供を行うととも

に、市民から市への情報提供あるいは、市民同士の情報交換の場となるほか、電

子申請や電子調達での活用も調査研究をしていきます。 

今後、更なる行政内部の業務の効率化に加え、インターネット上で多くの地図

情報を公開することにより、市民サービスの向上を図っていきます。 

 

【計画】 

事業名 事業内容 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度

以降 

7-(4)-⑩ 

全庁 LAN

整備事業 

（ＧＩＳ統合整備） 

統合型情報GISを導入して

地図データやそれに付随

する情報を庁内で共有や

連携することで、業務の更

なる効率化及び市民サー

ビスを図る。 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 



実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
市民生活
部

防災危機管
理課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

防災危機管
理課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

防災危機管
理課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

防災危機管
理課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

【具体的な取組み】

（１）防災（総合計画第３章１節１項）

①　地域防災活動支援事業
　
　自治会、自主防災組織などの地域コミュニティ
が協力・連携（共助）して、災害時に対応できる
防災体制の構築をめざし、平時からの体制づくり
と防災活動、応急活動を支援するための事業を行
う。

③　防災気象情報ネットワ－クシステム構築事業
　
　市内の詳細な気象情報や観測デ－タを庁内で共
有する。

②　災害に係る情報発信等に関する協定
　
　流山市とヤフー株式会社は、平成３０年７月２
３日に「災害に係る情報発信等に関する協定」を
締結し、
災害時のサイト作成、市内の避難所等の防災情報
及び避難勧告等の緊急情報の掲載等、インター
ネットを活用して市民に必要な情報を迅速に提供
する。

④　災害時情報伝達手段整備事業
　
　災害時における速やかな情報伝達手段を確保す
るため防災行政無線、ＭＣＡ無線、多メディア一
斉配信システム等の整備を行う。

各論１ 安心・安全で快適に暮らせるまち
（防災・防犯環境の整備のための情報化）

第５章 施策別アクションプラン（各論）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 消防本部
消防防災
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

①　消防指令業務運用事業

　（全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）整
備）
　市役所設置の全国瞬時警報システム(J-ALERT)
が万一の事態で作動しなかった場合に備え、消防
本部に同システムを設置して、既設消防設置の防
災行政無線遠隔操作卓を活用して、緊急事態及び
災害情報を防災行政無線で伝達する。

　（消防救急無線デジタル化県域共同整備）
　消防救急無線デジタル化県域共同整備・管理と
消防指令業務の共同運用整備を推進する。

　（メールによる１１９番緊急通報受信事業）
　インターネットメールによる緊急通報を受信で
きるシステム【ＮＥＴ１１９】を活用し、音声に
よる１１９番通報が困難な聴覚・言語機能障害者
が円滑に消防への通報を行えるようにできる体制
を維持していく。

（２）消防・救急（総合計画第３章１節２
項）

　（防火対象物危険物施設電子化事業）
　防火対象物及び危険物施設について、台帳とし
て保存及び管理している紙ベースの書類を電子
データ化して、電子システムによる台帳の管理・
運用を図り、予防行政の向上と市民の安心と安全
に努める。

②　緊急通報システム活用事業
　
　単身高齢者世帯からの救急要請などを緊急通報
システムにより受信し、迅速な対応を図る。

　（消防・救急業務統計システム構築事業）
　消防本部・各署間におけるネットワークを構築
し、災害等業務統計の入力及び情報の共有化と業
務の効率化を図る。

　（災害時緊急連絡体制事業）
　職員等に災害発生時等に連絡用メール（携帯電
話）を配信し、迅速に招集できる体制を維持す
る。

　（災害現場の画像電送事業）
　災害現場の画像を電送し、災害対策本部等から
指揮、指令できるシステムを活用し、災害対策の
強化を図る。

　（消防指令業務共同運用事業）
　千葉北西部消防指令センターは、当市ほか５市
の指令センターとして運用してきた。令和２年度
より新たに４市を加え、１０市を統括する指令セ
ンターとして共同運用を行う。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
市民生活
部

コミュニ
ティ課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

コミュニ
ティ課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
総合政策
部

秘書広報
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
総合政策
部

秘書広報
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
市民生活
部

コミュニ
ティ課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

（４）地域コミュニティ・市民協働（総合計
画第３章１節４項）

①　コミュニティ事務管理事業

　市民に対して自治会や市民活動団体等の情報を
共有するため、様々な手法を使い情報を発信す
る。

（３）交通安全・防犯・消費生活（総合計画
第３章１節３項）

②　消費者啓発事業

　悪質商法などの消費者トラブルについて、自治
会や老人会、小中学校や高校などを対象に出前講
座などの消費者啓発を行い、消費者トラブルを未
然に防止し、被害の拡大防止に努める。

④　「市長への手紙」のデータベース化
　
　「市長への手紙」として寄せられている市民の
提案・苦情・要望等について、内容と対応をデー
タベース化し、ホームページ等で公開し、市政に
反映させる。

③　市政へのメール事業

　インターネットのメール機能を活用し、市政へ
の要望や行政サービスの改善提案などを３６５
日、２４時間受け付ける。

①　安心メール配信事業

　災害時の避難情報や犯罪発生情報等、緊急時に
必要な情報をメールを利用して迅速に伝える。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
健康福祉
部

健康増進
課

検討 実施 実施 実施 実施 実施

無
健康福祉
部

健康増進
課

検討 方針決定 実施 実施 実施 実施

【具体的な取組み】

（１）健康・医療（総合計画第３章２節１
項）

①　健康増進事業

　特定健診充実事業ほか各種検診の受診状況及び
受診結果を経年データとして登録、一括管理し、
集計処理、保健指導等を実施し、市民の健康管理
に活用する。

②　あんま・はり等助成事業

　国民健康保険の被保険者（末しょう神経疾患又
は運動器疾患の自覚症状をもつ方）で、６０歳以
上の方が市が指定するあんま、マッサージ、指
圧、はり及びきゅうの施設で施術を受ける場合、
申請により１年間に最大２４枚の利用券（１枚５
００円）を交付し、被保険者の健康の保持増進を
図る。

③　国保人間ドック・脳ドック助成事業

　人間ドック及び脳ドックの利用に関する費用の
助成は国民健康保険の保険者として、市が被保険
者の健康の保持増進及び疾病の早期発見、早期予
防のため、検査費用のうち２３，０００円（脳
ドックに脳検査を追加する場合は２８，０００
円）を補助して行う事業で、医療費の削減に繋げ
る。

④　後期高齢者健康診査事業

　後期高齢者医療被保険者の健康の保持促進のた
めに健康診査を実施する。

⑤　特定健康診査等事業

　国民健康保険被保険者を対象に、特定健康診査
及び特定保健指導を実施し、生活習慣病の予防を
するとともに、医療費の削減を目指す。

⑥　被保険者管理事業

　県内市町村で共同で利用する新共同レセプト管
理システムを導入し、療養費申請等のオンライン
化を行い、事務の迅速化を目指す。

⑦　国民健康保険データヘルス計画作成事業

　国民健康保険加入者の健康増進のため、医療に
関する情報を基に策定された「データヘルス計
画」に基づく保健事業を推進する。

⑧　成人集団検診予約システム導入事業

　市民がシステムを利用して集団がん検診等の予
約を行えるように整備するもの。

⑨　母子保健システム事業
　
　妊娠届、妊婦検診の受診状況、予防接種の接種
状況、３か月・１歳６か月・３歳の健診の受診状
況及び全ての母子事業に関する相談、乳児全戸訪
問等の実施等を登録・一括管理し、集計処理・事
後指導を実施する。
　上記データを訪問指導時に閲覧するためのタブ
レット端末の導入を行う。
⑩　健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化
整備事業

　健（検）診結果を電子化し転居時に市町村間で
引き継がれる仕組みや個人が一元的にマイナポー
タルで確認できる仕組みを構築する。

各論２ 生きがいをもって健康・長寿に暮らせるまち
（健康・文化の充実のための情報化）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
生涯学習
部

公民館 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
生涯学習
部

図書館 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
生涯学習
部

生涯学習
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
生涯学習
部

生涯学習
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無
生涯学習
部

博物館 実施 実施 実施 実施 実施 実施

（２）生涯学習（総合計画第３章２節２項）

①　埋蔵文化財情報提供事業

　市内の文化財情報を地図上に掲載し、窓口での
開発行為等に係る埋蔵文化財の事前協議等に活用
する。

①　ＩＣＴ学習支援事業
　
　市民の情報活用能力育成を目的にＩＴ室を活用
した学習の場を広く市民に提供し、生涯学習に関
する情報の収集発信をはじめ学習の一助とする。

④　人材登録者活用事業
　
　様々な特技や専門性を持った市民の情報を収集
し、人材データ「まちの先生」としてホームペー
ジ等で情報提供し、地域の市民講師として活用で
きる人材活用システムを構築する。

②　図書館情報提供サービス事業

　市民や利用者が自宅等からインターネットで図
書館の蔵書を検索し、貸出予約が可能となる図書
館コンピューターシステムを管理運用して、ＩＣ
Ｔ時代に対応した図書館サービスの向上を図る。

③　生涯学習情報提供事業
　
　生涯学習活動団体の情報を掲載する「まなびの
森」を、ホームページで情報提供する。

（３）文化芸術・歴史（総合計画第３章２節
３項）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
まちづく
り推進部

まちづく
り推進課

実施 実施 完了 完了 完了 完了

無
まちづく
り推進部

建築住宅
課

有
まちづく
り推進部

宅地課 完了 完了 完了 完了 完了 完了

有
まちづく
り推進部

建築住宅
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
まちづく
り推進部

建築住宅
課

有
まちづく
り推進部

都市計画
課

無
まちづく
り推進部

都市計画
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
まちづく
り推進部

都市計画
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

④　建築行政共用データベースシステム更新事
業
　
  建築確認情報等を電子データ化し、建築状況
等の調査の迅速化及び各種許可書の発行、管理
の一元化を推進する。

⑤　統合型地図情報システム更新事業
　
　都市計画図、住宅地図や航空写真等の地図情
報に合わせて建築確認や開発行為の情報を一元
的にデータ管理し、市民等の照会に迅速に対応
する。

⑥　都市計画地理情報システム更新事業

　用途地域等に関する窓口・電話照会に対し
て、最新情報を正確に提供する。

⑧　広告物等推進事業

　広告物等の許可申請に関する情報について台
帳を作成し、電子データとすることで、設置状
況等の調査の迅速化及び許可の発行、情報管理
の一元化を推進する。

【具体的な取組み】

（１）市街地整備・景観（総合計画第３章３
節２項）

①　保留地販売情報及びアンケート事業（土地
区画整理事業の一部）
　
　ホームページを利用し、保留地販売情報を提
供するとともに土地購入に関するアンケートの
協力を促す。また、氏名等登録された方々にE
メールを利用して保留地販売情報を送付する。
今後はさらに保留地販売を積極的にアピールす
る必要があるため、ホームページの充実を図
る。

②　指定道路図及び指定道路調書作成事業
　
　建築基準法施行規則による指定道路等に関す
る情報管理の適正化のため指定道路図及び指定
道路調書を作成する。

庁内統合型ＧＩＳへ統合

庁内統合型ＧＩＳへ統合

庁内統合型ＧＩＳへ統合

③　開発許可管理システム構築事業
　
　開発許可・建築確認情報等を電子データ化
し、開発の調査の迅速化及び各種許可書の発
行、管理の一元化を推進する。

⑦　都市計画情報ホームページ掲載事業

　都市計画の決定情報等を市のホームページに
掲載をすることにより、随時、市民や事業者へ
情報を提供する。

各論３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち
（都市基盤・生活環境の整備のための情報化）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 土木部 河川課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 土木部 河川課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無
上下水道
局

経営業務
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
上下水道
局

経営業務
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
上下水道
局

経営業務
課・水道
工務課

実施 完了 完了 完了 完了 完了

無
上下水道
局

下水道建
設課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
上下水道
局

経営業務
課、下水
道建設課

検討 実施 実施 完了 完了 完了

⑤　下水道ビジョン策定事業

　１０年先を目標年度とする中長期的な下水道
行政の基本計画を策定する。

（２）河川・排水（総合計画第３章３節４
項）

②　洪水ハザードマップ作成事業

　一級河川江戸川の堤防が決壊した場合の浸水
想定区域図に伴う流山市洪水ハザードマップを
公開する。

①　水道に関するＰＲ事業

　市内在住の小中学生を対象に、水道に関する
ポスターを募集し、入賞作品を上下水道局ホー
ムページに掲載するほか、鉄道車内等に展示す
るなど、水道事業の啓発活動を行う。また、水
道週間中に上下水道展を開催し、水道に関する
広報活動を行う。

②　水道総合情報管理システム構築事業

　上下水道事業会計システム・電子入札システ
ムを活用し、会計事務及び入札事務を円滑に処
理できるようシステムの保守、維持管理、改善
を実施し、より効率的な運用を図る。

③　流山市水道事業基本計画（水道ビジョン）
策定事業

　令和２年度において策定した水道ビジョンに
基づき、令和１２年度までの１０年間におい
て、中央監視システムの更新等の情報化を含
め、各事業を実施する。

④　下水道台帳維持管理事業

　公共下水道の整備及び補修履歴等をデータ化
する下水道情報管理システムを構築する。

①　三輪野山地区総合治水対策事業

　和田堀都市下水路に隣接した三輪野山地域の
降雨による増水等の情報を入手し、現地対応等
の検討等に役立て、浸水被害軽減を図る。

（３）上下水道（総合計画第３章３節５項）

67



実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
まちづく
り推進部

まちづく
り推進課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無
まちづく
り推進部

建築住宅
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 環境部
環境政策
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 環境部
環境政策
課

検討 試行 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 環境部
クリーン
センター

検討 実施 実施 実施 実施 実施

②　地域環境保全推進指導事業
　
　タブレットを使用した空き地の雑草の現地調
査を実施し、業務の効率化を図る。

（７）廃棄物（総合計画第３章３節９項）

①　ごみ減量・資源化事業
　
　アプリで地域の家庭ごみカレンダーとごみ分
別などで確認することにより、より一層のごみ
減量・資源化の推進を図る。

①　畜犬登録管理システム更新事業
　
　畜犬登録管理台帳管理や狂犬病注射接種件数
管理等の処理を行う。

（５）住宅（総合計画第３章３節７項）

①　市営住宅管理システム導入事業

　市営住宅の入退去、収納及び滞納等を管理す
る市営住宅管理システムを導入する。

（６）生活環境（総合計画第３章３節８項）

①　ぐりーんバス運行事業

　ぐりーんバスの運行情報等を掲載し、利用者
の利便性向上と利用者の増加に努める。

（４）交通（総合計画第３章３節６項）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
経済振興
部

商工振興
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
経済振興
部

農業振興
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
経済振興
部

農業振興
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
経済振興
部

農業振興
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
経済振興
部

流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
経済振興
部

流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
経済振興
部

流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

③　公衆無線LAN環境整備事業

　流山本町地域の商店や観光スポット並びに公
共施設等において、公衆無線LANサービスを提供
するほか、観光情報の発信を強化し、店舗や施
設への顧客を図る。

【具体的な取組み】

（１）地域経済（総合計画第３章４節１
項）

①　地域職業相談室運営事業
　
　求人情報等の提供や求職者が求人情報の検
索・閲覧を容易に行えるようにする。また、就
労支援セミナーの開催情報等を提供し、早期就
労をサポートする。

①　農業経営所得安定対策事業

　国の方針に基づいて本市に割り当てられる米
の生産量（水稲作付面積）が適正となるよう、
耕作台帳システム（県下共通のシステム）を用
いて、水稲生産者に対して生産量（作付面積）
を通知し、生産調整量の達成・未達成の確認及
び管理を行う。国の制度の変更に伴い平成２５
年度から事業名称を変更（～平成２３年度：米
需給調整円滑化支援事業、平成２４年度：農業
者戸別所得補償推進事業）した。

（２）農業（総合計画第３章４節２項）

②　観光マップ制作事業

　流山市の観光資源を市内外に発信し、誘客を
図りながら観光の振興と活性化を推進するた
め、観光情報を掲載したマップを作成する。

③　農地バンク事業

　担い手農家の営農規模の拡大と新規就農の促
進を図るため、ホームページを利用し、農地の
貸借に関する情報提供を行う。

①　観光育成・助成事業

　流山の観光のＰＲ及び誘客を目的に、観光資
源の発掘・醸成など、本市の歴史、観光資源等
について理解を深めてもらうとともに、交流人
口の増加を図り、地域の活性化及び経済効果を
高めるための情報発信を行う。

（３）ツーリズム（総合計画第３章４節３
項）

②　農薬の適正使用推進事業

　市民に農薬の適正な使用と管理、近隣住民等
への配慮について理解を得るために、ホーム
ページ・広報等により周知する。

各論４ 賑わいと魅力あるまち
（産業の振興のための情報化）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
健康福祉
部

介護支援
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
健康福祉
部

高齢者支
援課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
健康福祉
部

障害者支
援課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

障害者支
援課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

【具体的な取組み】

（１）高齢者福祉（総合計画第３章５節１
項）

②　後期高齢者あんま・マッサージ等助成事業

　被保険者の健康保持促進及びサービスの維
持・向上に寄与するための市独自の助成事業を
推進する。

③　後期高齢者医療保険人間ドック・脳ドック
助成事業

　人間ドック及び脳ドックの利用に関する費用
の助成は後期高齢者医療保険の保険者として、
市が被保険者の健康の保持増進及び疾病の早期
発見、早期予防のため、検査費用のうち２３，
０００円（脳ドックに脳検査を追加する場合は
２８，０００円）を補助して行う事業で、医療
費の削減に繋げる。

④　福祉サービス情報提供システム事業
     （地域包括支援センター運営事業）

　市内5か所の流山市高齢者なんでも相談室（地
域包括支援センター）が、利用者の情報を適切
に管理するとともに、市役所と必要な情報を共
有し、地域支援事業の推進を図る。

（２）障害福祉（総合計画第３章５節２項）

①　障害者支援システム借上事業

　各種障害福祉サービスを統合させた総合シス
テムを導入し、事務処理の適正化及び効率化を
図る。

②　障害者支援課住民記録・税情報照会システ
ム借上事業

　住民記録や課税情報を照会できるシステムを
導入し、事務処理の適正化及び事務の効率化を
図る。

①　在宅医療介護連携推進事業

　クラウドによる情報共有システムを利用し、
在宅療養者を支える医療と介護の関係職種間で
の円滑な情報共有を行う。

各論５ 誰もが自分らしく暮らせるまち
（市民福祉の充実のための情報化）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無
健康福祉
部

社会福祉
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

社会福祉
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

社会福祉
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

③　生活保護業務電子化事業

　生活保護受給世帯の台帳情報、保護決定内
容、医療・介護扶助の受給状況、支払状況等の
ケースファイルを電子化して管理する。また、
訪問時に生活保護システムと連携した訪問支援
システムを活用することで、事務の迅速化、効
率化を図る。

（３）地域福祉（総合計画第３章５節３項）

①　福祉サービスに関するホームページ活用事
業

　ICTによる福祉情報の提供を推進する。

②　生活保護データシステム更新事業

　本市の生活保護データシステムの保守管理期
間の満了に伴いデータ更新と国のオンライン化
（生活保護業務データシステム）整備に合わせ
本市と国のシステムの構築を行い、より適正で
効率的な生活保護事務を実施する｡
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
子ども家
庭部

保育課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
子ども家
庭部

保育課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
子ども家
庭部

子ども家
庭課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
子ども家
庭部

保育課 検討 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
学校教育
部

学校教育
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

③　保育料滞納管理システム導入事業

　 現行の保育料システムに滞納繰越分の交渉記
録・分納誓約書及び分割納付書の作成等の処理
を追加することにより、債権回収対策室との業
務連携に役立てるとともに情報管理の適正化を
図る。

【具体的な取組み】

（１）子ども・子育て（総合計画第３章６節
１項）

①　妊娠・出産・子育てサポート事業

　予防接種スケジュール管理を始め、接種歴や
妊婦・乳幼児健診の記録、子育て等に関する情
報が得られる、子育て世代をサポートするため
のスマートフォンアプリの導入を実施する。

②　保育所AI入所選考システム導入事業

　 保育所入所に係る様々な要件入力に対して人
工知能（AI）による選考結果を導き出すシステ
ムを導入し、事務処理の迅速化、効率化を図
る。

④　児童家庭相談システム導入事業

　 児童家庭相談のケース記録等をデータベース
化して一元管理を行うことにより、ケースの進
行管理、資料の作成、統計、検索等、事務処理
の迅速化、効率化を図る。

⑤　母子保健システム導入事業

　妊娠届、妊婦健診の受診状況、予防接種の接
種状況、３か月・１歳６か月・３歳の健診の受
診状況及び全ての母子事業に関する相談、乳児
全戸訪問等の実施等を登録・一括管理し、集計
処理・事後指導を実施する。

①　ＩＣＴ学習空間整備事業
　
　小学校、中学校での個人情報漏洩問題、調査
書の誤記載問題などを防ぎ、情報管理と事務の
効率化を図るため、校内サーバの設置、ネット
ワークのセキュリティー強化、校務支援ソフト
の導入、校務用パソコンの計画的な更新を行
う。

（２）学校教育（総合計画第３章６節２項）

⑥　新型コロナウイルス感染症対策事業（保育
課）

　保育サービスシステムを導入し、登降所の管
理、メールの一括送信、延長保育料計算用デー
タをの作成を行う。

各論６ 子どもをみんなで育むまち
（子育て・教育の充実のための情報化）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
学校教育
部

指導課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
学校教育
部

指導課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
学校教育
部

学校教育
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
学校教育
部

指導課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
学校教育
部

指導課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
学校教育
部

学校教育
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

②　ICT学習空間整備事業

　コンピュータ及び校内LANの整備により児童生
徒の情報活用能力の育成を図る。

⑦　学校給食公会計化事業

　学校給食費の公会計化に伴い、徴収対象管
理、収納管理、未納管理等を行うためのシステ
ムを導入することにより、事務の迅速化・効率
化、教職員の負担軽減を図る。

⑤　小学校教育指導運営事業・中学校教育指導
運営事業

　小中学校における情報教育の推進のためにＯ
Ａ用消耗品を購入したり、パソコンの修繕を行
う。

④　就学事務支援システム導入事業
　
　住基システムを活用し、学齢簿管理や窓口業
務の効率化を図る。

③　教育用インターネット活用推進事業

　市内全小中学校をインターネットに接続し、
児童・生徒の情報活用能力の育成と授業の充実
を図る。

⑥　報告・相談サポート事業

　いじめ問題に対し、報告・相談・通報を受け
付け、より的確かつ迅速に対応するためのス
マートフォンアプリの導入を実施する。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無 財政部 税制課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部 税制課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部 税制課 完了 完了 完了 完了 完了 完了

有 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 資産税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

【具体的な取組み】

（１）財政運営（総合計画第４章７節１項）

①　市税還付事業
　
　申告や課税更正により発生する過誤納金に対
し、還付・充当処理を行う。

②　税収納事業
　
　市税の賦課・収納を一元的に管理している電
算システムを利用し、コンビニ収納や口座振替
等で収納された市税を管理する。また、未納に
対しては税負担の公平性を確保するため、税法
に基づく滞納整理を実施し、市税収入を確保す
る。

③　滞納管理システム導入事業

　滞納繰越分の交渉記録・財産状況・滞納処分
状況等と収納データを一元的に管理し、関係書
類をリアルタイムの収納データで作成する。

④　軽自動車税賦課事業

　地方公共団体情報システム機構が提供する燃
費性能や初年度車検データをＬＧＷＡＮ経由で
受信・取込、グリーン化特例や重課判定をシス
テムにより適正に処理する。

⑤　市民税等賦課事業
　
　個人市民税及び法人市民税の賦課及びそれに
係わる事務を行う。

⑥　電子申告事業

　個人市民税、法人市民税のインターネットを
利用した電子申告システムをｅＬＴＡＸ（地方
税ポータルシステム）により実施し、利用の促
進を図る。

⑦　個人市民税の特別徴収税額通知の電子化

　個人市民税の特別徴収税額通知（特別徴収義
務者用）の正本の電子化を実現し、事務の効率
化や企業等における事務負担の軽減を図る。

⑧　固定資産（土地）評価事業
　
　土地評価の均衡化・適正化を図るため、１標
準宅地の価格形成要因調査、２路線の付設、３
路線の価格形成要因調査、４標準宅地価格の検
証・比準表作成、５公開用資料・中間報告書作
成、６路線価データの作成、７追加路線価算定
等の作成を行う。

各論７ 計画を推進するために
（市政経営のための情報化）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 財政部 資産税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 資産税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 税制課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部
財政調整
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 会計課 会計課 検討 検討 検討 検討 実施 実施

無
総合政策
部
会計課

情報政
策・改革
改善課
会計課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部
財政調整
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 財政部 税制課 検討 試行 実施 実施 実施 実施

⑯　マルチペイメント対応事業

 　円滑で確実な収納事務に資するため、マルチ
ペイメントに対応したシステムの構築につい
て、国・県、他市の状況を見極めながら、庁内
関係課と連携し検討していく。

⑰　ふるさと納税クレジットカード納付導入事
業

 　市民がふるさと納税ポータルサイトを利用し
て、納税をクレジット決済で行うもの。

⑱　預貯金等照会電子化事業

 電算システムの活用により事務の効率化を図
り、迅速な滞納整理業務を行うもの。

⑪　市税等納付コールセンター事業
　
　現年滞納分に特化した電話等による催告業務
を民間委託して、現年度収納率の向上と収額の
増加及び累積滞納を防止し、安定した財源確保
を図る。

⑮　伝票処理の電子化事業

　紙文書のデジタル処理化の一環として、現金
等払込書等を含めた伝票処理の電子化を推進し
ていく。

⑫　財務会計システム更新事業

　財政全般に係る適正な執行を管理する。

⑬　課税資料電子化事業
　
　ペーパーレス化の推進と、課税事務の効率
化、課税資料の保管スペースのスリム化などを
図るため、課税資料の電子化システムを構築
し、平成２６年度以降は、住民税システム電算
業務委託料（ダウンサイジング分）として一括
契約することにより、ランニングコストを経常
予算としている。

⑭　国保料滞納者管理システム事業

　税制課で既に導入している滞納管理システム
と、次期構築する国保料滞納者管理システムと
を連携させた一元化システムを構築し情報管理
の適正化を推進するとともに、債権回収対策室
との業務連携にも役立てる。

⑩　固定資産評価課税事業
　
　賦課期日である毎年１月１日現在の固定資産
(土地・家屋・償却資産）について登記、現地調
査及び航空写真により課税物件を特定し、公
正・適正に評価を行い、価格を決定した後、課
税を行う。

⑨　固定資産(土地・家屋)評価基礎調査事業

　統合型ＧＩＳを活用し、課税内容の現況及び
変更を把握することにより、固定資産税の公
正・適正な課税を行う。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 総務部
財産活用
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
財産活用
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有 総務部
人材育成
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
人材育成
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
人材育成
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
人材育成
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
人材育成
課

実施 実施 完了 完了 完了 完了

有 総務部
人材育成
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 総務部
人材育成
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
人材育成
課

検討 実施 実施 実施 実施

②　公有財産台帳整備事業

　現在保有している土地及び建物をシステムで
管理することで、適正かつ効率的な財産管理を
行う。

①　人事・給与等管理システム導入事業

　（給与計算システム）
　現行のバッチ委託処理方式からＣ／Ｓ処理方
式へ切り替え、職員の給与計算に係る事務処理
の簡素・効率化を図る。

　（勤休管理システム）
　職員の時間外勤務及び特殊勤務に係る給与計
算、出・退勤管理、休暇等の各種届出、決裁等
について電子ベース化により、事務処理の簡
素・効率化を図る。

　（マイナンバー管理システム）
　職員のマイナンバーを基幹系サーバで管理す
ることにより、より安全かつ効率的な運用を図
る。

　（会計年度任用職員システム）
　令和２年度からの会計年度任用職員の任用、
服務、報酬支給及び所得税の源泉管理に係る情
報の一元化により、事務処理の簡素化及び効率
化を図る。

（３）組織・人材（総合計画第４章７節３
項）

　（臨時職員等管理システム）
　臨時職員及び非常勤特別職等の任用管理、賃
金・報酬支給管理、所得税の源泉管理に係る情
報の一元化により、事務処理の簡素・効率化を
図る。

　（職員健康管理システム）
　職員の健康管理情報のデータベース化を図
り、健康情報に係る経年データの蓄積（集計）
等により、健康分析と産業医等による評価に基
づいた計画的な健康づくりを推進する。

②　人事管理システム統合事業

　既存の人事記録システムと、上記の給与等管
理システム（会計年度任用職員システム、臨時
職員等管理システム及び源泉徴収システムを除
く）を統合し、人事情報の一元化を図り事務処
理の効率・迅速化を図る。

③人事・給与等管理システム導入事業
（源泉徴収システム）

　特別職非常勤職員等の報酬等に係る源泉所得
税をシステムで管理することで、事務処理の簡
素・効率化を図る。

①　ファシリティマネジメント推進事業

　公共施設を財産ととらえ、戦略的な施設経営
を推進するため、専用のソフトを活用して各施
設の状況を整理・分析し、個別施設計画に基づ
く大規模改修を進め、各種ファシリティマネジ
メント施策を推進する。

（２）資産活用（総合計画第４章７節２項）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無
市民生活
部

コミュニ
ティ課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部 総務課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 総務部 総務課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無 総務部 総務課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
総合政策
部

秘書広報
課

検討 検討 実施 検討 検討 検討

有
総合政策
部

秘書広報
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
選挙管理
委員会事
務局

選挙管理
委員会事
務局

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

開発 実施 実施 実施 実施 実施

⑧　当日投票システム導入事業
　
　選挙当日の選挙人名簿や投票状況等の情報を
データ管理することにより、事務の迅速化・効
率化を図る。

⑨　市民向け電子化事業

　（電子申請システムの構築）
　市役所等に出向かなくても、申請・手続きが
行えるよう、電子申請システムの構築及び運営
を行う。

　（次期施設予約システムの構築）
　市内の公共施設の予約や空き状況の照会等が
インターネット等を利用してできるシステムの
運用を継続し、より使いやすいシステムへの見
直しを行う。

⑦　行政評価推進事業

　行政評価システムを活用した行財政運営を展
開するため、市民アンケート調査や、職員研修
を実施する。

①　市民参加推進事業
　
　市の計画策定や市民生活に大きな影響を及ぼ
す制度の導入等にあたり、市民等の市政への参
加手続き等を定めた流山市市民参加条例に基づ
いた手続きが行われたか、流山市市民参加推進
委員会による評価・審議等を行い、以って市民
参加の推進を図る。

②　情報公開事業
　
　流山市情報公開条例に基づき、情報公開制度
の充実に努めるとともに、公文書の電子化の推
進に努める。

③　インタ－ネット等を利用した情報公開請求
事業

　インタ－ネット等を利用して情報公開請求が
できるようにする。

④　法規等事務管理事業

　ＬＧＷＡＮから例規集の閲覧や検索ができる
システムの運用を継続する。

⑤　ホームページリニューアル事業
　
　本市が開設するホームページが、市内外の住
民にとって魅力があり利用しやすいものにする
ために、市職員によるコンテンツの作成及び更
新の容易性を高め、情報提供機能の充実を高め
ることを目指す。

⑥　見やすく分かりやすいホームページ運営事
業
　
　市の公式ホームページの作成、更新。市民や
企業に分かりやすく、使いやすいホームページ
とする。情報提供の質・量の充実とともに行政
と住民等で双方向となるような場を目指す。

（４）行政経営（総合計画第４章７節４項）
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

検討 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

検討 実施 実施 実施 実施 実施

無 総務部 総務課 検討 検討 検討 検討 検討 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

検討 方針決定 開発 開発 試行 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

　（全庁LANシステムの整備）
　市役所本庁舎と外部施設のネットワーク構築
及び必要に応じた回線速度とセキュリティの強
化を進めるとともに、グループウェア・イン
ターネット・各種アプリケーションを利用し、
多目的用途に合ったシステムの構築を行い、情
報の共有化及び事務の迅速化、効率化を図る。

　（中間標準レイアウト仕様の活用）
　自治体のクラウド化等のシステム更改におい
て、調達要件として、中間標準レイアウト仕様
の活用によるデータ移行を必須とする旨、仕様
書に記載する。多額のデータ移行費を原因とす
るベンダーロックインを回避し、最適な製品の
選定、システムコストの削減を図る。

　（電子相談の仕組みの導入）
　AIを活用した電子相談の仕組み（AIチャット
ボット等）の導入を推進する。

　（オープンデータの充実）
　APIを意識したCSVファイル等の機関判読に適
したデータ、推奨データセットに準拠したデー
タを公開するなど、市全体でオープンデータの
取り組みを推進する。

　（ビッグデータの利活用）
　庁内で蓄積・併合されたデータの分析による
課題解決等の推進を図る。
　また、流山市が保有するビッグデータの利活
用を民間等へ推進する。その際、庁内の部局・
分野に加えて、都道府県や他の市町村等との連
携可能性を踏まえ、広域でのデータの利活用の
あり方についても検討し、より効果的な施策へ
の活用を図る。

　（ICT技術を利用して地域の課題解決に取り組
む団体等への後援）
　流山市の課題や魅力について、ICT技術の利用
により、発見・分析・表現を行う講座を提供
し、広い市民層に流山の情報を届ける団体等へ
の後援を行う。

⑩　全庁LAN整備事業

　（情報システム調達ガイドラインの策定）
　情報システムを調達する上での標準的な手法
を確立し、全体的に最適な情報システムを導入
するために、情報システム調達ガイドラインの
策定及び見直しを行う。

　（自治体クラウドの推進）
　他団体との連携の強化を図り、自治体クラウ
ドを推進する。

（庁内システムにおける自治体情報システム標
準仕様の導入）
　基幹系システムの整備に当たっては、国で提
示している標準仕様を利用する。
　２０業務については令和７年度までに国の標
準仕様へ準拠を進める。

　（匿名加工情報の提供の仕組みの導入）
　個人の権利利益の保護及び行政事務の適正か
つ円滑な運営に支障が生じないことを前提とし
て、匿名加工情報の作成・提供に当たり事務負
担の軽減を図りながら運用できる仕組みの導入
を推進する。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

検討 検討 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

検討 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

検討 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部 総務課 検討 検討 検討 実施 実施 実施

有
市民生活
部

市民課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
議会事務
局

議会事務
局

実施 実施 実施 実施 実施 実施

⑪　文書管理システム導入事業

　電子ベ－スでの文書管理及び電子決裁から保
存までを総合的に管理する文書管理システムの
構築を図る。

　（全庁LANシステムへのRPA導入）
　全庁LANシステムを利用した定型業務にRPAを
導入し、事務の迅速化及び効率化を図る。

　（議事録作成支援システム導入）
　会議における議事録の作成にAIを活用した音
声認識サービスを導入し、事務の迅速化及び効
率化を図る。

　（電子会議システム導入）
　離れた場所においても、打ち合わせや会議を
実施し、情報を共有できるシステムを導入し、
事務の迅速化及び効率化を図る。

　（情報セキュリティ対策の実施）
　マイナンバー制度のスタートに伴い、市民の
個人情報等の安全管理を徹底するための情報セ
キュリティ対策を施す。
　また、外部機関に委託してシステム監査を実
施する。

　（ICT部門の事業継続計画の策定）
　大規模な災害、事故、事件等や感染症の発生
により流山市の庁舎、職員等に相当の被害が
あっても、重要業務をなるべく中断させず、中
断してもできるだけ早急に復旧させるために、
ICT部門の事業継続計画の策定及び見直しを行
う。

　（ＧＩＳ統合整備）
　統合型情報GISを導入して地図データやそれに
付随する情報を庁内で共有や連携することで、
業務の更なる効率化及び市民サービスを図る。

⑫　住民基本台帳ネットワーク事業

　各種行政の基礎である住民基本台帳の４情報
（氏名・住所・性別・生年月日）と住民票コー
ド、これらの変更情報について、国・県及び他
市町村とネットワークを構築し行政事務の効率
化を図る。

　（基幹系システムへのRPA導入）
　基幹系システムを利用した定型業務にRPAを導
入し、事務の迅速化及び効率化を図る。

⑬　インターネット議会中継システム事業

　インターネットにより、本会議を自宅や外出
先でも視聴できるようにする。

　（テレワーク端末整備）
　テレワーク中においても、現場と同様の環境
で業務可能な情報端末の整備及びネットワーク
環境を構築し、行政機能の維持を図る。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
議会事務
局

議会事務
局

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
議会事務
局

議会事務
局

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
総合政策
部

情報政
策・改革
改善課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
総合政策
部 子ども
家庭部

情報政
策・改革
改善課
子ども家
庭課
保育課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
総合政策
部 健康福
祉部

情報政
策・改革
改善課
介護支援
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

市民課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無

総合政策
部
市民生活
部

情報政
策・改革
改善課
保険年金
課

検討 実施 実施 実施 実施 実施

無

総合政策
部
市民生活
部

情報政
策・改革
改善課
市民課

検討 検討 検討 実施 実施 実施

無

総合政策
部
市民生活
部

情報政
策・改革
改善課
市民課

検討 検討 検討 実施 実施 実施

　（医療保険のオンライン資格確認の導入）
　医療保険における被保険者の資格・特定健康
診査・薬剤情報等を確認できる医療保険のオン
ライン資格確認へ対応していく。

⑮　市議会会議録検索システム
　
　インターネットを使い市議会議事録の閲覧や
検索が可能なシステムの運用を継続する。

⑯　マイナンバーカードの普及

　（マイナンバーカードの普及促進）
　マイナンバーカードの普及促進を図ってい
く。

　（子育てワンストップサービスの実現）
　保育園の入所申請や児童手当の現況届などの
オンライン化（子育てワンストップサービス）
を実現するとともに、入園対象児童の保護者等
への周知を行い、電子申請の普及率向上を図っ
ていく。

　（介護ワンストップサービスの実現）
　介護に関する手続きのオンライン化（介護ワ
ンストップサービス）を実現するとともに、被
保険者等への周知を行い、電子申請の普及率向
上を図っていく。

　（証明書コンビニ交付事業）
　住民票等の証明書のコンビニ交付を推進して
いく。

　（引越しワンストップサービスの実現）
　行政機関及び民間事業者等に対する引越しに
伴う手続を一括で行うことが可能となるような
引越しワンストップサービスへ対応していく。

⑭　議会ICT推進事業

　ＩＣＴを推進し、情報を早く市民へ提供する
ことにより、議会活動の一層の透明化を図る。
具体的事業として、独自ドメインを取得した市
議会ホームページの運用を継続するとともに、
ＳＳＬ化により市議会ホームぺージのセキュリ
ティ確保を図る。

　（死亡・相続ワンストップサービスの実現）
　行政機関及び民間事業者等に対する死亡・相
続に伴う手続を一括で行うことが可能となるよ
うな死亡・相続ワンストップサービスへ対応し
ていく。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

無

総合政策
部
市民生活
部

情報政
策・改革
改善課
防災危機
管理課

検討 検討 検討 実施 実施 実施

無
総合政策
部
各部

情報政
策・改革
改善課
関係課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

市民課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 税制課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 市民税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 財政部 資産税課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

障害者支
援課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
子ども家
庭部

保育課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

　（マイナンバーカードの多機能化の実現）
　その他、マイナンバーカードの多機能化につ
いて検討していく。

⑲　マイナンバー制度住民税システム運営事業

　マイナンバー制度に対応するシステムを改修
し、住民税システムを利用する事業も含めて管
理する。

　（被災者支援ワンストップサービスの実現）
　被災者支援制度における各種手続きが可能と
なるような被災者支援ワンストップサービスへ
対応していく。

⑳　マイナンバー制度軽自動車税システム運営
事業

　マイナンバー制度に対応するシステムを改修
し、軽自動車税システムを利用する事業も含め
て管理する。

㉑　マイナンバー制度資産税システム運営事業

　マイナンバー制度に対するシステムを改修
し、資産税システムを利用する事業も含めて管
理する。

㉒　マイナンバー制度国民年金システム運営事
業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、国民年金システムを
改修する。

㉓　マイナンバー制度障害者福祉システム運営
事業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、障害者福祉システム
を改修します。

㉔　マイナンバー制度保育料システム運営事業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、保育認定システムを
改修する。

⑱　マイナンバー制度収納・口座管理システム
運営事業

　マイナンバー制度に対応するシステムを改修
し、収納・口座管理システムを利用する事業も
含めて管理する。

⑰　マイナンバー制度住民記録システム運営事
業

　マイナンバー制度の導入に伴い、住民記録シ
ステムを改修する。
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実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
子ども家
庭部

子ども家
庭課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
子ども家
庭部

子ども家
庭課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

健康増進
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
健康福祉
部

介護支援
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

有 総務部
財産活用
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

市民課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

市民課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

無
市民生活
部

保険年金
課

検討 検討 検討 検討 検討 検討

有
市民生活
部

市民課 実施 実施 実施 実施 実施 実施

有
市民生活
部

市民課 検討 方針決定 実施 実施 実施 実施

実施
計画
位置
付け

担当部 担当課
令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度
以降

有
総合政策
部

マーケ
ティング
課

実施 実施 実施 実施 実施 実施

（５）マーケティング（総合計画第４章７節
５項）

①　流山市ブランド確立と住民誘致の推進事業
　
　PR・広告、イベントなどのプロモーションを
行うことにより、テレビ・新聞・インターネッ
トなどのメディアを通じて情報発信を仕掛け、
流山市の知名度とイメージの向上を図るととも
に、「住み続ける価値の高い街」の都市ブラン
ドの確立に取り組む。

㉗　マイナンバー制度健康管理システム運営事
業

　マイナンバー制度に対するシステムを改修
し、健康かるてシステムを利用する事業も含め
て管理する。

㉘　マイナンバー制度後期高齢者医療システム
運営事業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、後期高齢者医療シス
テムを改修する。

㉜　出張所での税証明交付事業

　各出張所で税関係の証明書を交付できるよう
にする。なお、証明の内容説明及び未申告者等
に対する対応については、万全な配慮と体制を
図る。

㉟　通訳タブレット導入事業

　本庁市民課及び出張所に通訳タブレットを配
備し、インターネットをとおして通訳士と会話
形式または手話形式で翻訳を行うもの。

㊱　おくやみ相談窓口設置運営事業

　死亡に関する手続きをワンストップで行える
よう、おくやみ相談窓口を設置す運営するも
の。

㉖　マイナンバー制度児童手当システム運営事
業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、児童手当システムを
改修する。

㉞　市町村事務処理標準システム導入事業

　国民健康保険の資格管理、保険料の賦課、収
納、給付等の標準的な事務処理機能を有するシ
ステム（国が無償提供）を導入することによ
り、事務の効率化を図る。

㉙　マイナンバー制度介護保険システム改修事
業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、介護保険システムを
改修する。

㉚　マイナンバー制度国民健康保険システム運
営事業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、国民健康保険システ
ムを改修する。

㉛　契約事務事業

　入札参加資格申請・入札・入札結果の公開等
をインターネットを利用し、電子上で行う。

㉝　戸籍事務の電算化

　紙戸籍から電算戸籍に移行させることによ
り、事務処理の迅速化などを図る。

㉕　マイナンバー制度児童扶養手当システム運
営事業

　平成２８年度から運用を開始したマイナン
バー制度に対応するため、児童扶養手当システ
ムを改修する。
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第６章 情報セキュリティ対策 

  

１ 情報セキュリティポリシーの運用とセキュリティ監査の推進 

流山市の情報システムが取り扱う情報には、市民の個人情報のみならず行政運営上

重要な情報等、外部への漏洩等が発生した場合には重大なインシデント（事故等の危

難が発生するおそれのある事態）を招く内容が多数含まれています。 

これらの情報や情報を取り扱うネットワーク及び情報システムを様々な脅威から防

御することは、市民の財産やプライバシー等の保護、行政事務の安定的な運営のため

にも絶対条件といえます。 

そのため、流山市の情報資産に関する情報セキュリティ対策を総合的、体系的かつ

具体的に取りまとめた流山市情報セキュリティポリシーを平成１５年度に策定し、平

成３０年度にマイナンバー利用事務系、LGWAN接続系及びインターネット接続系にお

ける情報システム全体の強靭性向上（強靭化）を講じることを加えて改正しましたが、

その的確な運用に当っては職員一人ひとりが内容をよく理解し、委託先事業者を含め

共通の認識を持って、情報セキュリティポリシーを遵守しなければなりません。 

今後普及する電子申請・届出などインターネットを利用した電子データの取り扱い

に際しては、ウィルス対策やネットワークへの不正進入を防ぐファイアウォールの設

置、職員のモラルの向上、緊急時の対応等、より一層の安全対策を講じるほか、情報

セキュリティ対策について技術進歩に合わせ継続的に内容の評価・見直しを行います。 

また、情報セキュリティポリシーの遵守状況の確認や情報セキュリティ対策の評価、

見直しのため、内部的な監視や外部の専門機関による監査を実施していきます。 

 

２ CSIRT設置と情報共有 

近年、相次ぐサイバー攻撃による重大な情報セキュリティインシデントの発生を背

景として、インシデント発生時にその対応を主導し、組織に適宜対応を指示する情報

セキュリティ問題を専門的に扱うCSIRT（シーサート：Computer Security Incident 

Response Team）の設置が求められています。 

平成３０年度から設置した流山市CSIRTにより、日常的な活動として、情報セキュ

リティに関する情報を収集し、国や自治体、外部のセキュリティ関連機関のCSIRT等

と情報を共有していきます。 
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３ 情報セキュリティ対策の充実 

マイナンバー制度の施行により、自治体における更なる情報セキュリティの強化が

必要となっています。 

今後、情報システムや IoT等の情報環境の整備が進む中、情報セキュリティの確保

の徹底のためには、機器や情報システム等への情報セキュリティ対策をより一層実施

していきます。 

また、各課等の職員等一人ひとりが、情報セキュリティポリシーを遵守することは

もちろん、情報セキュリティ対策の制度や技術を実際に運用する個々の職員が十分理

解して、情報セキュリティ対策を実施していることが求められるため、職員に対する

情報セキュリティの注意喚起、研修及び BCP対策（事業継続対策）を継続的に実施し

ていきます。 

 

情報セキュリティ基本方針（情報セキュリティポリシー）抜粋 

  情報セキュリティ基本方針  

  今日、インターネットをはじめとする情報通信ネットワークや情報システムの利

用は生活、経済、社会のあらゆる面で拡大している。  

本市は、市民の個人情報や行政運営上重要な情報などの重要な情報を多数取り扱

っており、これらの情報資産を個人情報の漏えい、不正アクセスや新たな攻撃手法

による情報資産の破壊・改ざんから守り、また操作ミス等によるシステム障害、自

然災害によるシステム障害や疾病を起因とするシステム運用の機能不全に備える

ことは、市民の権利、利益を守るためにも、また、行政の安定的、継続的な運営の

ためにも必要不可欠である。  

これらの状況を鑑み、本市における情報資産に対する安全対策を推進し、市民か

らの信頼を確保し、さらに地域に貢献するため、以下に積極的に取り組むことを宣

言する。  

 １ 情報セキュリティ対策に取り組むための全庁的な体制を確立する。  

２ 情報セキュリティ基本方針を実行するため、情報セキュリティ対策基準を策定

し、同対策基準に基づき、その実行のための具体的な手順等を定めた情報セキュ

リティ実施手順を策定する。  

３ 本市が保有する情報資産を適切に管理する。  
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４ 情報セキュリティ対策の重要性を認識し、当該対策を適切に実施するために、

職員等に対して必要な教育を実施する。  

５ 情報セキュリティインシデントが発生した場合又はその予兆があった場合に

速やかに対応するため、緊急時対応計画を定める。  

６ 情報セキュリティ対策の実施状況の定期的な監査及び自己点検等を通して、必

要な対策の見直しを実施する。  

７ 全ての職員等は、情報セキュリティの重要性について共通の認識を持ち、業務

の遂行に当たって情報セキュリティ基本方針、情報セキュリティ対策基準及び情

報セキュリティ実施手順を遵守する。  

８ 地域全体の情報セキュリティの基盤を強化するため、地域における広報啓発や

注意喚起、官民の連携・協力等に積極的に貢献する。 
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参考資料 

１ 流山市における情報化の主な取り組み 

年月 内容 

1966（昭和 41）年 4月 町・県民税の税務事務を一括処理方式で電算化 

1978（昭和 53）年 4月 株式会社ディー・エス・ケイに基幹業務を委託 

1983（昭和 58）年 ワープロの導入開始 

1987（昭和 62）年 4月 財務会計オンライン開始 

1987（昭和 62）年 10月 市民記録オンライン開始 

1987（昭和 62）年 10月 国民健康保険オンライン開始 

1988（昭和 63）年 1月 水道業務オンライン開始 

1989（平成元）年 10 月 税収納オンライン開始 

1989（平成元）年 10 月 国民年金オンライン開始 

1992（平成 4）年 1 月 印鑑登録・外国人登録オンライン開始 

1992（平成 4）年 4 月 市民記録バックアップシステム導入 

1992（平成 4）年 4 月 給食管理システム導入 

1992（平成 4）年 5 月 人事記録システム導入 

1995（平成 7）年 4 月 市民記録通知システム導入 

1995（平成 7）年 5 月 人事記録システム切替 

1996（平成 8）年 6 月 国保遡及システム導入 

1996（平成 8）年 8 月 下水道オンラインシステム開始 

1996（平成 8）年 11 月 法人市民税システム導入 

1997（平成 9）年 6 月 保育料システム導入 

1997（平成 9）年 6 月 ワープロ最終導入 

1997（平成 9）年 9 月 市ホームページ開設 

1997（平成 9）年 9 月 予算編成システム導入 

1997（平成 9）年 9 月 健康管理システム導入 

1998（平成 10）年 4月 下水道業務システム導入 

1998（平成 10）年 5月 児童手当システム導入 

1999（平成 11）年 10月 介護保険オンラインシステム開始 

2000（平成 12）年 2月 老人保健オンラインシステム開始 

2000（平成 12）年 4月 契約管理システム導入 

2000（平成 12）年 4月 給食管理システム切替 

2000（平成 12）年 6月 保育料システム切替 

2000（平成 12）年 7月 住宅料金システム導入 

2000（平成 12）年 10月 源泉徴収システム導入 

2000（平成 12）年 10月 流山市庁内 LAN推進計画策定 

2001（平成 13）年 6月 財務会計システム切替 

2001（平成 13）年 10月 庁内 LANシステム稼動【ネットワーク構築】 

2001（平成 13）年 10月 情報系汎用パソコン導入【160台リース】 
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2001（平成 13）年 12月 情報系汎用パソコン導入【90台リース】 

2002（平成 14）年 6月 特別児童扶養手当システム導入 

2002（平成 14）年 6月 情報系汎用パソコン導入【64台リース】 

2002（平成 14）年 8月 住民基本台帳ネットワークシステム稼動 

2002（平成 14）年 9月 選挙不在者投票システム導入 

2002（平成 14）年 10月 支援費システム導入 

2002（平成 14）年 11月 庁内 LANシステムにグループウェア導入、 

インターネット接続 

2002（平成 14）年 11月 流山市 IT推進本部設置 

2002（平成 14）年 12月 情報系汎用パソコン導入【255台リース】 

2003（平成 15）年 4月 申告受付支援システム導入 

2003（平成 15）年 7月 情報系汎用パソコン導入【23台リース】 

2003（平成 15）年 10月 市ホームページリニューアル 

2004（平成 16）年 1月 LGWAN（総合行政ネットワーク）接続 

2004（平成 16）年 2月 乳幼児医療システム導入 

2004（平成 16）年 2月 母子家庭医療システム導入 

2004（平成 16）年 3月 例規集システム稼動 

2004（平成 16）年 4月 議事録検索システム稼動 

2004（平成 16）年 5月 LGWAN文書交換システム稼動 

2004（平成 16）年 8月 オンラインユーザー管理システム導入 

2004（平成 16）年 8月 情報系汎用パソコン導入【45台リース】 

2004（平成 16）年 10月 施設予約システム稼動 

2005（平成 17）年 4月 携帯電話等への行政情報発信業務委託 

2006（平成 18）年 10月 蔵書検索システム導入 

2006（平成 18）年 10月 ファイルサーバシステム更新 

2006（平成 18）年 10月 電子調達システム導入 募集開始 

2006（平成 18）年 10月 情報系汎用パソコン導入【100台購入】 

2007（平成 19）年 6月 電子調達システム導入 入札開始 

2007（平成 19）年 7月 情報系汎用パソコン導入【100台購入】 

2007（平成 19）年 8月 健康カルテ導入 

2007（平成 19）年 9月 資産管理システム導入 

2007（平成 19）年 10月 ヘルスアップ事業 

2008（平成 20）年 2月 基幹系システムダウンサイジング【市民記録グループ

稼動】 

2008（平成 20）年 4月 基幹系システムダウンサイジング【保険グループ稼動

（後期高齢）】 

2008（平成 20）年 4月 後期高齢者医療広域連合電算処理システム導入 

2008（平成 20）年 7月 基幹系システムダウンサイジング【保険グループ稼

動】 

2008（平成 20）年 7月 基幹系システムダウンサイジング【税グループ稼動】 
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2008（平成 20）年 8月 情報系汎用パソコン導入【92台購入】 

2008（平成 20）年 8月 電子申請システム導入 

2008（平成 20）年 9月 戸籍電算システム導入 

2009（平成 21）年 1月 LGWANシステム更新 

2009（平成 21）年 2月 特定検診・地域健康支援システム開発 

2009（平成 21）年 3月 臨時職員賃金等管理システム導入 

2009（平成 21）年 4月 庁内情報端末 LOG管理システム導入 

2009（平成 21）年 6月 情報系汎用パソコン導入【120台購入】 

2009（平成 21）年 7月 災害時における飲料水等の供給に関する協定 

2010（平成 22）年 1月 情報系汎用パソコン導入【400台購入】 

2010（平成 22）年 2月 市内小中学校校務用パソコン導入【300 台購入】 

2010（平成 22）年 3月 公共施設地上デジタル対応テレビ導入【45台購入】 

2010（平成 22）年 3月 市内小中学校地上デジタル対応テレビ導入【389台購

入】 

2010（平成 22）年 6月 人事給与・出退勤管理システム導入 業者募集及び選   

定 

2010（平成 22）年 9月 施設予約システム更新 

2010（平成 22）年 10月 電子申請システム更新 業者募集及び選定 

2011（平成 23）年 1月 人事給与・出退勤管理システム導入 

2011（平成 23）年 3月 インターネットシステム更新 

2011（平成 23）年 4月 電子申請システム更新 

2011（平成 23）年 6月 スパムメール除去システム導入 

2011（平成 23）年 10月 情報系汎用パソコン導入【36台購入】 

2011（平成 23）年 10月 ファイルサーバシステム更新 

2012（平成 24）年 10月 市ホームページ CMSシステム導入 

2012（平成 24）年 10月 オープンデータ公開 

2013（平成 25）年 8月 情報系汎用パソコン導入【400台賃貸借】 

2013（平成 25）年 9月 資産管理ソフトシステム（QND）導入 

2013（平成 25）年 10月 情報系汎用パソコン導入【10台購入】 

2014（平成 26）年 1月 LGWANシステム更新 

2014（平成 26）年 4月 基幹系システム【市民記録グループ】更新 

2014（平成 26）年 4月 基幹系システム【税グループ】更新 

2014（平成 26）年 4月 基幹系システム【保険グループ】更新 

2014（平成 26）年 5月 全庁 LANパソコン購入【100台購入】 

2014（平成 26）年 8月 グループウェア更新 

2014（平成 26）年 10月 全庁 LANパソコン購入【30台購入】 

2015（平成 27）年 1月 全庁 LANパソコン購入【30台購入】 

2015（平成 27）年 5月 全庁 LANパソコン購入【100台購入】 

2015（平成 27）年 9月 外部記録媒体管理システム導入 

2015（平成 27）年 12月 暗号化システム導入 



 

89 

 

2015（平成 27）年 12月 ネットワーク検閲システム導入 

2015（平成 27）年 12月 基幹系ネットワークファイルサーバ導入 

2016（平成 28）年 2月 標的型攻撃メール対策システム導入 

2016（平成 28）年 2月 全庁 LANパソコン購入【20台購入】 

2016（平成 28）年 3月 全庁 LANパソコン購入【6台購入】 

2016（平成 28）年 4月 施設予約システム更新 

2016（平成 28）年 4月 電子申請システム更新 

2016（平成 28）年 8月 全庁 LANパソコン購入【34台購入】 

2017（平成 29）年 1月 基幹系バックアップシステム導入 

2017（平成 29）年 2月 全庁 LANパソコン購入【2台購入】 

2017（平成 29）年 2月 地図情報共有システム導入 

2017（平成 29）年 3月 全庁 LANパソコン購入【5台購入】 

2017（平成 29）年 3月 仮想システム導入 

2017（平成 29）年 3月 基幹系システム二要素認証システム導入 

2017（平成 29）年 3月 基幹系システム資産管理ソフト導入 

2017（平成 29）年 6月 統合型 GIS導入 

2017（平成 29）年 6月 国保情報集約システム導入 

2017（平成 29）年 6月 千葉県自治体情報セキュリティクラウド導入 

2017（平成 29）年 7月 子育てワンストップ LGWAN-ASP導入 

2017（平成 29）年 7月 番号制度連携システム導入 

2017（平成 29）年 7月 全庁 LANパソコン購入【70台購入】 

2017（平成 29）年 10月 ファイルサーバシステム更新 

2017（平成 29）年 10月 ホームページシステム更新 

2017（平成 29）年 10月 全庁 LANパソコン購入【50台購入】 

2017（平成 29）年 12月 全庁 LANネットワーク機器システム更新 

2018（平成 30）年 5月 基幹系システム自治体クラウド採用 

2018（平成 30）年 8月 全庁 LANパソコン賃貸借【300台賃貸借】 

2018（平成 30）年 9月 資産管理ソフトシステム更新 

2018（平成 30）年 10月 児童家庭相談システム導入 

2019（平成 31）年 1月 LGWANシステム更新 

2019（平成 31）年 4月 介護ワンストップ LGWAN-ASP導入 

2019（令和元）年 8 月 全庁 LANパソコン賃貸借【339台賃貸借】 

2019（令和元）年 9 月 基幹系システム RPA導入 

2019（令和元）年 11 月 グループウェア更新 

2020（令和 2）年 7 月 基幹系システム【市民記録グループ】更新 

2020（令和 2）年 7 月 基幹系システム【税グループ】更新 

2020（令和 2）年 7 月 基幹系システム【保険グループ】更新 

2020（令和 2）年 8 月 全庁 LANパソコン賃貸借【70台賃貸借】 

2020（令和 2）年 8 月 会計年度任用職員管理システム導入 

2020（令和 2）年 8 月 テレワーク用モバイルノートパソコン購入【50台購入】 
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2020（令和 2）年 8 月 全庁 LANシステム RPA導入 

2020（令和 2）年 12 月 議事録作成支援システム導入 

2021（令和 3）年 4 月 電子申請システム更新 

2021（令和 3）年 8 月 全庁 LANパソコン賃貸借【50台賃貸借】 

2021（令和 3）年 8 月 多メディア一斉配信システム導入 

2021（令和 3）年 8 月 例規集システム更新 

2021（令和 3）年 10 月 施設予約システム更新 

2021（令和 3）年 11 月 生活保護世帯訪問支援用タブレット端末導入 

2022（令和 4）年 3 月 仮想システム更新 
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２ 情報化推進計画策定経緯 

 

３ 流山市 ICT推進本部設置要綱 

（設置） 

第１条 ICT（情報通信技術）を活用して、流山市情報セキュリティ委員会で行う情

報セキュリティ対策に関する調査、審議及び決定を除く情報化施策等を総合的か

つ計画的に推進し、市民や企業等への行政サービスの一層の向上と行財政運営の

更なる効率化を図るため、流山市 ICT 推進本部（以下「推進本部」という。）を

設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は次の各号に掲げる事項を所掌する。 

（１）行政及び地域の情報化施策の推進に関する基本方針等の決定。 

（２）行政及び地域の情報化施策の推進に関する計画の策定。 

（３）行政及び地域の情報化施策の推進に関する総合調整。 

（４）その他行政及び地域の情報化推進に関すること。 

（組織） 

第３条 推進本部は本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

日付 項目 内容 

平成 31年 4月～ 

令和元年 7月 

庁内調査 官民データ活用推進を踏まえた情報

化関連事業にかかる庁内調査 

令和元年 8月～ 

令和 2年 1月 

「情報化推進計画」(全体

案)について庁内調査・調

整 

官民データ活用推進を踏まえた「情報

化推進計画」(全体案)を庁内に提示

し、庁内調整実施 

令和 2年 2月 ICT 推進本部 官民データ活用推進を踏まえた情報

化推進計画策定 

令和 3年 11月～ 

12月 

「情報化推進計画」(全体

案)について庁内調査・調

整 

自治体 DX 推進計画を踏まえた「情報

化推進計画」(全体案)を庁内に提示

し、庁内調整実施 

令和 4年１月 ICT 推進本部 自治体 DX 推進計画を踏まえた情報化

推進計画策定 
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２ 本部長は市長とし、推進本部を総括する。 

３ 副本部長は副市長とし、本部長に事故があるときはその職務を代理する。 

４ 本部員は、部局長会議（流山市庁議等の設置及び運営に関する規則第４条第１項

に規定する会議）の構成員をもって充てる。 

 

（会議） 

第４条 本部長は推進本部を招集し、会議の議長となる。 

２ 本部長は必要があると認めるときは、本部員以外の者を推進本部に出席させるこ

とができる。 

３ 会議は、本部員の半数以上の出席がなければ開くことはできない。 

（部会） 

第５条 推進本部のもとに部会を設置することができる。 

２ 部会は推進本部が重要事業として指定した事項について調査・検討等を行い、そ

の結果を推進本部に報告する。 

３ 部会は部会長及び部会員で構成する。 

４ 部会員は関係課等の中から、原則として６級職以上の職員をもって充てる。 

５ 部会長は部会員の互選により選出する。 

６ 部会長は部会を招集し、会議の議長となる。 

７ 部会は部会員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

８ 部会長は必要があると認めるときは、部会員以外の者を部会に出席させることが

できる。 

９ 部会の庶務担当者は部会員の中から部会長の指名した者とする。 

（推進事業） 

第６条 推進本部は、電子的処理関連事務・事業の中から、特に研究等推進が必要な

事業（以下「推進事業」という。）を指定することができる。 

２ 前項により指定された事務・事業を所管する各課等は、推進本部が定める「情報

化施策に関する基本方針」に則り、各事務・事業を進めるものとする。 

３ 各課等は、指定された事務・事業に関する調査・検討等の結果について、推進本

部の要請があった場合は、推進本部に報告する。 

（庶務） 
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第７条 推進本部の庶務は、総合政策部情報政策・改革改善課において処理する。 

（補足） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長

が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１４年１１月８日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年２月２日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年７月２５日から施行する。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


